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【要旨】
 
 はじめに、本論文では資産除去債務の会計をテーマに述べているが、特に資産除去債務
に対応する「資産除去費用」の資産性の分析が中心となっている。そこで、まず本論文の
全体像を述べつつ、本論文の論点とそれに対する結論を述べ、次に各章の要約を述べる。  
最初に、テーマが資産除去債務の会計なので、資産除去債務についても触れたが、資産
除去債務の対象は不可避的に発生する除去費用であり、それを積極的に負債認識すること
は現在の会計理論で重視されている資産負債アプローチの考え方とも合致するため、資産
除去債務を認識することは特に問題ないと考えられる。しかし、資産除去債務とともに認
識される資産除去費用については疑問を感じた。具体的に、資産除去債務の会計処理とし
て新たに資産負債両建処理が採られるようになったが、この会計処理では資産除去費用を
資産（の取得原価）に計上している。そして、基準書では資産除去費用の資産計上の論拠、
すなわち当該費用の資産性について、付随費用との同質性をあげている。しかし、従来の
付随費用には除去費用が含められてこなかったので、新旧の付随費用概念等の説明が必要
であると言えるが、基準書ではそれがなされていない。また、当該会計処理は他に検討さ
れた会計処理に問題があった結果として消極的に採用された処理である。そのため、資産
除去費用の資産性に疑問を感じた。 
そこで、資産除去費用の資産性を検討するために、まず基準書が説明している除去費用
と付随費用の同質性を分析した。その結果、確かに似た性質をもっているということはわ
かったが、費用の発生のタイミングのズレおよびそれにより生じる相違点があり、同質で
はないということを明らかにした。ただし、発生のタイミングを重視しなければ、資産除
去費用を付随費用と捉えることができ、基準書ではこの捉え方をしていると結論づけた。
しかし、発生のタイミングを軽視すること自体問題があるといえる。そこで、この問題を
解決すべく新たな会計処理として評価･換算差額等処理を検討した。当該会計処理では購入
時に資産除去債務の全額認識をするが、対する資産除去費用を資産認識も費用認識もしな
いため、資産性が問題にならないうえ、費用の発生のタイミングにも問題は生じない。さ
らに、リサイクリングすれば費用配分は可能である。よって、評価･換算差額等処理の方が
資産負債両建処理よりも優れていると結論づけた。ただし、今後の検討も必要である。 
そして、認識の問題の次は測定の問題である。すなわち、資産負債両建処理によれば資
産の測定値は支払対価と資産除去債務の合計額であり、評価･換算差額等処理によれば資産
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の測定値は支払対価で測定される。ここで、公正価値は果たしてどちらの測定値なのかと
いう問題点が生じる。そのため、測定の観点から資産除去債務に係る会計処理を分析した
が、これについては未だ明確に結論づけることはできていないため、補章とした。  
次に、各章の要約を以下で述べる。 
第１章では、環境負債を積極的に財務会計上で認識するようになってきたことを背景に、
資産除去債務が認識されるようになったことを述べている。第１節では企業の環境への取
組みが従来よりも高まっていることを歴史および具体的なデータに基づき述べ、第２節で
は近年になって注目され始めた環境コストおよび環境負債の定義や財務会計との関係など
について述べている。さらに、従来は「過去」の事業活動に起因する環境負債の認識はさ
れていたが、「将来」の事業活動に起因する環境負債の認識はされていなかった。そこで、
資産除去債務の会計基準の成立により、それが認識されるようになったので、資産除去債
務に関する会計基準の成立までの経緯をそれぞれ、米国、日本に分けてそれぞれ第３節、
第４節で述べている。そして、両者は異なる経緯により成立したことがわかった。  
第２章では、資産除去債務に係る会計の概要および利益観を軸にした会計処理の分析に
基づき把握された論点について述べている。第１節では、各国の資産除去債務の対象とな
る範囲について調べ、各国とも若干の相違はみられるものの、おおむね同様であると言う
ことがわかった。第２節では、会計理論の展開を踏まえ、新旧の除去費用に係る会計処理
について述べている。さらに、第３節では、第１節で述べた利益観を軸にした資産除去債
務の会計処理の分析を行った。その結果、資産負債アプローチに厳格に基づくと（購入時）
一括費用処理がなされ、資産除去債務の全額認識は可能であるが、費用配分ができないと
いう問題点が生じる。一方、収益費用アプローチに厳格に基づくと引当金処理がなされ、
費用配分はできるが、当初の資産除去債務の全額認識が不可能という問題点が生じる。さ
らに、借方側は収益費用アプローチにより、貸方側は資産負債アプローチによるという、
混合利益アプローチに基づくと資産負債両建処理がなされる。当該会計処理では費用配分
も資産除去債務の全額認識も可能となり、各アプローチに基づく会計処理の問題点を克服
できるが、資産除去費用の資産性に問題がある。 
第３章でその資産除去費用の資産性を分析している。まず、第１節で資産除去費用を各
国ではどのように捉えているかを調べたが、結論として各国ともに除去費用と付随費用の
同質性を論拠に、資産除去費用の資産性を説明している。ただし、この論拠は消極的な理
由によるものであり、除去費用と付随費用の同質性が疑わしいため、第２節・第３節で当
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該同質性分析を行った。分析を進めた結果、付随費用は据付費のような物理的に資産を稼
動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費用である直接的付随費用と買入手数料のような資産を購入
した
・ ・
ため
・ ・
の費用である間接的付随費用に分けることができた。そして、除去費用をこれら
と比較すると間接的付随費用に近い性質を持っていることがわかる。しかし、間接的付随
費用は資産を購入した
・ ・
ため
・ ・
に発生するが、その発生は資産稼働前までであるため、資産を
稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費用ともいえる。一方の除去費用は資産を稼働（購入）した
・ ・
ため
・ ・
に発生するという性質はもっているものの、その発生は資産稼働後であるから資産を
稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費用とは言えない。これは、除去費用と（間接的）付随費用
とに発生のタイミングのズレが生じているためである。そこで、除去費用の発生のタイミ
ング（もしくは発生のタイミングのズレ）を重視しなければ、この相違点は解消され、除
去費用と付随費用の同質性が成立する。よって、基準書ではこの捉え方をしていると言え
る。しかし、このように発生のタイミングを軽視すること自体にも問題があるし、それを
軽視することは従来の付随費用・取得原価概念の変容をもたらすこととなってしまう。  
そこで、この問題点を解決するために、第４節では発生のタイミングも考慮した会計処
理を検討した結果、評価･換算差額等処理という会計処理が新たに考えられた。当該会計処
理では発生のタイミングを重視しつつ、資産除去費用の認識が可能であり、フロー計算を
重視すれば、リサイクリングもできると考えられる。そのため、発生のタイミングを重視
しない資産負債両建処理よりもこの点で優れており、また付随費用概念・取得原価概念に
影響を与えないため、資産除去債務に係る会計処理は評価･換算差額等処理が妥当であると
結論づけた。 
補章では、資産負債両建処理と評価･換算差額等処理では資産の測定値が変わるうえ、
どちらの処理が公正価値で測定しているのかという問題について分析したが、これは現在
も検討中であり、明確な結論を示すことはできていない。ただし、完全競争市場を前提と
すれば、評価･換算差額等処理では資産が公正価値で測定されるが、資産負債両建処理では
資産は公正価値ではなく資産除去債務考慮前の公正価値で測定されているという結論が得
られた。そのため、完全競争市場を前提とすれば、測定の面でも評価･換算差額等処理が妥
当であると考えられる。また、表示について、評価･換算差額等処理では資産が純額で公正
価値が表示されるが、資産負債両建処理では資産が総額で公正価値が表示されると言うこ
ともわかった。ただし、不完全競争市場を前提とした場合など、どちらが公正価値となる
のかという問題は未だに解決できていない。 
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はじめに
 
 最初に、私が資産除去債務の会計をテーマにあげた理由について述べる。  
 第１に、取得原価または付随費用の概念の変化を感じたためである。従来の会計処理で
は資産の取得原価は購入価額と付随費用の合計額、すなわち実際の支払対価で測定されて
きた。しかし、資産除去債務の会計処理として新たに採用された資産負債両建処理では、
資産の取得原価に将来の除去費用の見積額を加算するという特殊な仕訳がなされている。
すなわち、資産負債両建処理では実際の支払対価たる取得原価に未だに支払っていない見
積額を加算している。さらに、資産負債両建処理の論拠として除去費用と付随費用の同質
性をあげている。よって、現在の取得原価または付随費用の概念は従来の概念とは異なる、
もしくは資産除去債務の会計基準が成立したために、これらの概念に変化をもたらせたの
ではないかと感じたのである。 
第２に資産除去債務の会計はその特殊性から、今後の新たな勘定科目や会計基準などを
設定するうえで重要な位置づけにあるためである。具体的に、資産除去債務は将来の除去
費用の全額オンバランス化という、いわばストック面から負債認識されたものであるが、
特殊なのは資産除去債務に対応する除去費用をどうするかという問題がある点である。す
なわち、リース会計のように、資産と負債の両方を一緒に認識するのではなく、資産除去
債務の会計ではまず負債を先に認識し、それに対応して除去費用が認識されるため、その
費用の性質が問題となるのである。 
そして、資産除去債務の会計処理として引当金処理が採用されなかったように、現在の
利益観について、重点が収益費用アプローチから資産負債アプローチに移行したといえ、
今後も借方もしくは貸方のどちらか一方をストック面から先に認識するというようなこと
が起こり得ると言える。そこで、資産除去債務の会計に係る論拠や問題点が新たな勘定科
目や会計基準などを設定する際に考慮されていると考えられるため、資産除去債務の会計
の重要性は高いと感じたのである。 
第３に、資産除去債務に対する社会的な関心が高まっているためである。まず、近年で
は企業は環境への取組み等、通常の企業活動以外の部分も重視するようになってきており、
それにかかる負債の認識が重要になり、資産除去債務の認識が要求されるようになった。
さらに、最近の新聞記事においても「資産除去債務」という言葉は頻繁に出てきており、
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資産除去債務の企業の業績などに対する影響も発生している1。このように、資産除去債務
に対する社会的関心は高まっていると言え、資産除去債務は現在の財務会計におけるトピ
ックスだと感じたのである。 
以上が、資産除去債務の会計をテーマにあげた理由であるが、次に本論文の各章で述べ
ることを簡単に以下で説明する。 
第１章では、企業の積極的な環境への取組みの高まり等により、環境負債を積極的に財
務会計上で認識するようになってきたことを背景に、資産除去債務が認識されるようにな
ったということについて述べる。 
第２章では、資産除去債務に係る会計の概要および利益観を軸にした会計処理の分析を
行い本論文の対象となる論点について述べる。 
第３章では、第２章であげられた論点である資産除去費用の資産性の分析を行う。そし
て、その分析を踏まえ資産除去債務に係る会計処理としてどの会計処理が妥当であるかを
結論づける。 
補章では、本文では触れられなかった測定という観点から分析を行う。一定の結論はで
たものの、未だに研究過程にあるため、本文には含めずに補章という形にした。  
  
                                                   
1 日本経済新聞 2010 年 6 月 24 日朝刊や同左 2010 年 10 月 31 日朝刊参照。それらには資産除
去債務に関する会計基準の成立による影響が記載されている。また、同上 2010 年 11 月 22 日
朝刊参照。そこには、企業の土地取引で土壌汚染を巡る問題について資産除去債務の会計も踏
まえ、述べられている。他にも、資産除去債務に関する会計基準の解説や影響が記載された記
事が多くある。 
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第１章 環境負債認識の拡大に伴う資産除去債務の認識 
 
第１節  企業の環境への取組みの高まり 
 
（１）企業の環境への取組みの現状と歴史 
 近年、企業に求められているものは、単なる組織の生産性や効率性だけではなく、さら
に、企業の社会的責任2（Corporate Social Responsibility : CSR）も求められているとい
うのは、周知の通りである3。そして、特にこの CSR の一構成要素である「環境問題への
取組み」が大変重視され、企業のそれに対する意識や取組みは年度を経るごとに高まって
いる。そもそも、環境問題が地球環境問題として顕在化してきたのは、1980 年代に入って
からで、特に大きな問題になってきたのは 1990 年代からであり、この頃より企業の環境
問題への取組みが一層強まってきている。また、それに伴い当該取組みに関する会計的情
報などの開示が積極的に行われてきている。よって、現在のような企業の環境への取組み
に至るまでにはいくつかの段階があったため、その歴史を整理する4。 
第１の段階は、公害問題が騒がれた時代である。この時代には、「有害物質の排出」⇒
「被害の発生」⇒「因果関係の特定」⇒「賠償」、という構造をしており、加害者と被害
者が特定でき、あるいは環境問題の構造が分かりやすいというのが特徴である。第２の段
階は、環境規制によって企業が新たな負担を背負う時代である。「大気汚染のようなマク
ロ的な公害が顕在化」⇒「規制の強化」⇒「企業の対応、コスト負担」という構造をして
いる。第１の段階に比べると、加害者が不特定多数となり、有害物質と公害の因果関係も
分かりにくくなっている。 
第３の段階は、企業の自主的な環境管理のためのルールができた時代である。その先駆
けとなったのが、ISO14001であり、企業自らが企業活動に伴う環境負荷を尐なくするた
めに、企業自らが環境方針の策定から実施までの環境保全活動の継続的な推進を図るよう
になった。そのため、第１、第２の段階のように環境問題が特定されている訳でもなく、
                                                   
2 定義については、環境省（2005）p.6を参照。そこでは、「必ずしも簡単なことではない。社
会は地域によって差異があることに加え、時とともに変化する。ゆえに企業に対する社会の期
待も変化するからである」との理由から、あくまで各国のCSRの定義を挙げるにとどまってい
る。 
3 環境省（2006）「（第三次）環境基本計画」p.88参照。そこでは、「欧米市場を発信地として、
環境問題への取組みを含め企業の社会的責任を意識する動きが国際的な広がりを見せ、国際標
準化機構（ISO）による規格化が始まっている。」と述べられている。 
4 井熊（2007）pp.14－16 を参考に述べる。 
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被害が顕在化している訳でもなく、もちろん加害者を特定できる訳でもない。よって、不
特定リスクへの自主的対応がこの時代に生まれた制度の特徴と言える。第４の段階は、企
業が環境対応をアピールし、市場がこれを評価する時代である。先進的な企業がこぞって
環境情報の開示を行うようになって、その内容はますます洗練され、企業は環境面での努
力や実績を一層アピールするようになった。そして、現在はこの段階に該当するといえる
が、次は具体的なデータに基づいて企業の環境問題への取組みを述べる。 
 
（２）企業の環境への戦略的な取組みと環境情報の開示について 
 まず、企業の環境への戦略的な取組状況を示したのが図表 1－1 である。この図表から、
企業の戦略としての環境問題への取組みが増加傾向にあることがよくわかり5、さらに、「環
境に関する経営方針を策定」「具体的な目標を決定」「具体的な行動計画の策定」の全てが
増加傾向にあることから、単に環境問題への取組みを目標にしているだけでなく、それを
実行に移している企業も増加傾向にあるということもわかる。また、有効回答数指数につ
いて、2008 年には、1991 年の約 4 倍であることから、環境問題への取組みの正当性及び
重要性が以前に比べ増したということが読み取れる。また、政府もそのような取組みを積
極的に評価したり、取組能力の向上のための仕組みの整備、普及を進めたりしている6。 
さらに、企業の投資家や消費者などに対する環境情報開示の件数も高まっているが、そ
れを示しているのが図表 1－2 である。環境情報の開示方法についてはさまざまあると考
えられるが、その方法として大きくあげられるのが①有価証券報告書において企業情報の
１つとして記載する方法②環境報告書に記載する方法③自社のホームページに記載する方
法④株主総会や商品展示会等においてパンフレットを配布する方法⑤環境フォーラム等の
住民に対して自社の環境への取組みを報告する場を設置する方法である。この図表を見る
と、各方法とも増加傾向にあり、特にホームページによる開示が顕著である。また、それ
らの合計件数も 2008 年には 10 年前の 1998 年の約 4.7 倍となっている。このことから、
企業は環境への取組みに係る情報の開示を重視してきており、環境情報開示に積極的にな
ってきているということがわかる。 
                                                   
5 環境省（2008）「環境にやさしい企業行動調査結果」p. 5参照。ここでは、「貴組織では企業
の環境への取組みと企業活動のあり方についてどう思われますか。」という質問に対する回答
（複数回答不可）が記載されている。そこで、最も多い回答率（79.5％）だったのが｢企業の
社会的責任｣であり、このことからCSRは単なる企業戦略にはとどまらない、大いに質的特性
を持つものであるということ言える。 
6 環境省（2006）「（第三次）環境基本計画」pp.88－100 参照。 
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また、帝国データバンクが実施した環境問題に対する企業の意識調査7では2010年の調
査対象企業の77.1％の企業が環境問題に取組んでおり、2005年の59.5%に比べて増加して
いる。さらに、これに関連して、環境問題に取り組んでいる企業のうち、具体的な取組み
内容としては、省エネ（節電や節水など自社のコスト低減）：87.4%、廃棄物の発生を抑制
（リデュース）：52.2%、再資源化の実施（リユース）：50.6%、不要になったものの再利
用（リサイクル）：34.2％などがあげられる8。このことから、具体的な取組み内容として
省エネが最も高く、それに次いでいわゆる３Rと呼ばれる取組みが多くの企業で行われて
いるといえる。そして、３Rのうち最も取組みの割合が高い廃棄物の発生を抑制は後述す
る資産除去債務に尐なからず関連するものであることから、資産除去債務の重要性はこの
点からも高いと考えられる。 
以上から、近年では企業の環境問題への取組みが重要であるとともに、有価証券報告書
や環境報告書等によってその取組みを投資家等に積極的に開示するようになってきている
ことがわかる。その結果、環境に係る事象を会計上も把握するべきという考え方が発達し、
環境会計という分野も発展してきており、また企業会計において資産除去債務という将来
の環境費用が計上されることとなったが、これらの具体的な説明については次の節で述べ
る。 
図表 1-1 企業の環境マネジメントへの取組み 
  
                                                   
7 東京データバンクが 2010 年 7 月に公表した「景気動向調査：環境問題に対する企業の意識
調査」を指す。また、環境問題への取組みについての回答として、「積極的に取組んでいる」「積
極的ではないが取組んでいる」「取組んでいない」「わからない」の４択であり、「積極的に取
組んでいる」と「積極的ではないが取組んでいる」の合計を環境問題へ取組んでいる企業とし
て集計している。 
8 数値は各取組みの実施企業を上記の環境問題に取組む企業で除したものを指す。  
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（注 1）環境省（2010）「環境統計集」のデータに基づき、筆者作成。 
（注 2）有効回答数指数は 1991 年を基準としている。 
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図表 1-2 環境情報開示の件数 
 
 
 
 
 
 
第２節  環境コストと環境負債 
はじめに、前節で述べたように、企業の環境への取組みは重要性を増してきており、こ
れが、財務戦略や会計の領域にまで大きな影響を与え、企業の環境対策活動に伴う会計情
報は増大し、財務会計における金額及び質の重要性が高まってきている9。それを象徴する
記事の見出しとして、「土壌汚染対策など、『環境負債』1,000 億超、上場企業 07 年度、3
年で 13 倍に10」「『環境負債』増加、企業業績に新たな負債11」などがある。 
ここで、この記事では「環境負債」と述べられているが、当該負債の概念を掴みにくい
こととそれに関連して財務会計ではどこまでの環境負債（費用）を対象としているのかが
不明瞭であることから、環境負債の概念およびそれを環境会計と財務会計においてどのよ
うに捉えているのかを整理する。 
環境負債は多くの機関によってさまざまな定義づけがなされているが、赤塚（2010）p.17
に基づけば「環境コストの発生に起因する負債」と定義づけることができる。そして、環
境負債を定義づける環境コストを捉えるうえで、企業をはじめとする個々の経済主体に帰
                                                   
9 植田（2008a）p.95 参照。 
10 日本経済新聞 2008 年 9 月 8 日朝刊。 
11 同上。 
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（注１）環境省（2010）「環境統計集」のデータに基づき、筆者作成。 
（注 2）「ホームページに記載」は 1998 年のデータ、「住民に対し報告の場の設置」は 1998 から 2001
年までのデータが推測値である。推測値は対前年度増加率の平均値を用いて計算した。 
     また、複数の情報開示の方法を取っている企業もあり、同一企業でもそれぞれの件数に含ま
れている。 
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属・負担せしめるべきかという観点で整理ができる。この観点からは、コストは社会的コ
ストと私的コストに大別され、それに応じて環境コストも社会的コストと私的コストに大
別され、それに応じて環境コストも私的コストとしての環境コスト（私的環境コスト）と
社会的コストとしての環境コスト（社会的環境コスト）に二分される（図表1－3）12。個々
の経済主体に帰属するのは前者の私的環境コストであり、後者の社会的環境コストはいわ
ゆる外部不経済13に相当するため、私的環境コストが財務会計の対象となるといえる。ま
た、社会的費用を環境に限定したものを（も）環境会計と考えることができる14ため、環
境会計では社会的環境コストを対象としているといえる。また、その外部不経済である社
会的費用を私的環境コストにし財務会計の領域に含めることを内部化という。 
そして、私的環境コストと社会的環境コストを区別する境界線は「擬制債務（推定的債
務や衡平法上の債務）」であり15、（法的債務は当然ながら）擬制債務の発生原因になる環
境コストであれば、私的環境コストに区分され、そうでなかったら社会的環境コストに区
分されることとなる。つまり、擬制債務の拡大が社会的環境コストの内部化16につながる
のである。この擬制債務について推定的債務とは法的義務は存在していなくても企業の行
動から発生する債務17のことを指し、衡平法上の債務は倫理上、道徳上の債務を指す18。 
したがって、以上を整理すると、環境負債は「環境コストの発生に起因する負債」と定
義できることから、環境コストから環境負債の概念を捉えられる。そして、その環境コス
                                                   
12 赤塚(2010)p.17 引用。また、藤井(2008)pp.2－6 参照。 
13 植田(2008b)p.5 参照。そこでは、「外部不経済とは経済対象の外部に生じた負の効果であり、
ソーシャル・コスト（社会的費用）またはソーシャル・ロス（社会的損失）とも呼ばれる。」
と述べられている。また、藤井(2008)p.18 脚注 3 では、「外部性とはある経済主体の活動が市
場を経由せずに田の経済主体に影響を及ぼすこと」と述べられており、さらに「公害などのマ
イナスの影響を外部不経済と呼ぶ」と述べられている。 
14 同上，同頁引用で括弧書きは筆者加筆。同頁では社会的環境コストについてのみ触れていた
ので社会的費用を環境に限定したもの「を」という表現になっているが、社会的環境コストは
私的環境コストを包摂する概念であるため、本文では「も」という表現が正しいと言える。  
15 赤塚(2010)p.23 参照。 
16 社会的環境コストが私的環境コストとなることを指す。 
17 松本(2010)p.26 参照。我が国には明示されていない概念であるが、過去の実務慣行が存在す
る場合や企業が一定の責務を負うことを文書等で社会に広表している場合、外部者は当該企業
がこれらの義務を果たすであろうと当然期待するが、この期待によって企業が負担する実質的
な債務を推定的債務という。 
18 SFAC 第 6 号 para.40 によると推定上の債務とは「他の実態との契約によって結ばれたり政
府によって課せられたりするものでは無く、ある特定の状況に置ける事実から生み出され、推
定され、解釈されるもの」である。一方、衡平法上の債務とは「不文法や制定法から生じるも
のでは無く、倫理的または道徳的誓約から生じるものであり、他の実態に対して、普通の良心
や公正の感覚で公平、正当と見なされることを行う義務から生じるもの」である。  
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トは企業をはじめとする個々の経済主体に帰属・負担せしめるべきかという観点で私的環
境コストと社会的環境コストに区分される。そのため、環境負債は私的環境コストの発生
に起因する負債である「内部化された環境負債」と社会的環境コストの発生に起因する負
債である「外部不経済としての環境負債」に分類できる（図表1－4参照）。そして、前者
の環境負債を対象としているのが財務会計で、前者のみならず後者の環境負債も対象とし
ているのが環境会計である。この点からも、環境負債に関して、財務会計よりも環境会計
の方が広く当該負債を捉えていると言うことがわかる。 
 
図表 1-3 私的環境コストと社会的環境コストの境界線 
 
 
 
図表 1-4 環境会計と財務会計における環境負債 
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第３節 米国における資産除去債務に関する会計基準の成立の経緯 
 
（１）負債概念の拡大による資産除去債務の認識 
はじめに、第１節で述べたように、我が国では企業の環境への取組みが時代を経るごと
に積極性を増してきたが、一方で、会計上の負債概念についても原初的な形態である法的
債務から拡張傾向にあった19。これが推定的債務の範囲の拡大へとつながり、外部不経済
としての環境負債の多くが内部化され、財務会計上において環境負債の認識が（環境に係
る引当金等の計上で）行われるようになった。しかし、米国の方が日本よりその傾向が早
い時期にあり、また環境法の整備も早くから行われていた。そして、米国における財務会
計上の環境負債の象徴が 2002 年 6 月より会計基準（SFAS 第 143 号）で計上が要求され
るようになった資産除去債務（Asset Retirement Obligation：ARO）である。 
資産除去債務の詳細は後述するが、簡単に述べると将来的に生じる有形固定資産の除去
に関連する支払義務であり、例えば将来的に建物を除去または売却などの際に生じる解体
やアスベストの除去、土壌汚染の修復に係る支払義務などが該当する。資産除去債務は将
来の有形固定資産の除去（Retirement）に関連する法的債務および推定的債務（ただし、
米国では約束的禁反言に基づくものに限る）であり、任意計上の引当金とは異なり、会計
基準により計上が要求されるという点が大きな特徴点の１つである。さらに、引当金処理
のように毎期会計期間に帰属する分だけを環境負債を認識するというわけではなく、有形
固定資産の購入時に将来の除去費用の全額を認識するというのも大きな特徴点である。 
一方で、日本は資産除去債務に相当する債務は引当金として認識されてきたものの、
米国のようにそれを購入時に見積額の全額を負債計上する会計処理は認められていな
かった20。しかし、環境問題を背景とした資産除去債務の早期認識に対する関心が高ま
りつつあり、また除去に関する将来の負担を財務諸表に反映させることは投資情報と
して役立つという指摘があったことなどから、ASBJにおいて資産除去債務の会計処理
が検討プロジェクトとして取り上げられた21。その結果、資産除去債務に関する会計基
準（以下、「当該会計基準」と略す）が2008年3月末において成立し、2010年4月から始ま
る会計年度より適用が義務付けられ、上場企業を中心に2010年第1四半期より開示が始ま
                                                   
19 長束(2004)p.52 引用。 
20 ASBJ（2007）「資産除去債務に関する会計基準」第22項を参照。 
21 同上同項を参照。さらに、ASBJ(2007）「資産除去債務に関する会計処理の論点の整理」第
28項参照。 
10 
 
っている。よって、なぜ米国では2002年において成立した当該会計基準が、我が国ではそ
れよりも遅い2008年に成立したのかを把握するため、米国及び我が国の当該会計基準の成
立までの経緯を分析しそれぞれ比較するが、米国について先に述べる。 
 
（２）スーパーファンド法の成立について 
はじめに、米国の当該会計基準の成立までの経緯について述べる。米国の環境法規は時
として巨額な修繕費用・損害賠償等を発生させ、企業の財務会計にも重要な影響を及ぼす22。
その代表的なものが土壌汚染問題に対して制定されたスーパーファンド法（1980 年成立の
「包括的環境対策・補償・責任法（CERCLA：Comprehensive Environmental Response， 
Compensation and Liability Act）」と 1986 年成立の「スーパーファンド修正および再授
権法（SARA：Superfund Amendment and Reauthorization Act）」の 2 つの法律を合わ
せた通称）であり、これが当該会計基準成立の背景にあった。よって、スーパーファンド
法の成立の経緯と米国における当該会計基準の成立の経緯とを分けて述べる。また、米国
における当該会計基準に関する環境法・会計基準等は時系列に図表 1－5 で示してある。
また、当該会計基準に関する会計基準や意見書など会計に関するものをまとめたものは図
表 1－6 で示してある。 
まず、米国では 1930 年代以降に有機化学工業が発展するとともに、そこから排出され
る有害廃棄物の量も飛躍的に増大し、埋立地などへの有害廃棄物の投棄処理が一般的に行
われており、これに対応するため 1976 年に資源保全回復法 23（RCRA：Resource 
Conservation and Recovery Act）が制定された24。しかし、この法律では、有害廃棄物の
過去の管理上の問題から生ずる環境汚染には対応できないことや緊急時において政府が代
替的に浄化作業を行う際に必要な資金を担保する基金がないこと、原告による被告に対す
る責任追及の困難性などがあり、既存の法律によって有害廃棄物による汚染を浄化するこ
とには限界があった。このような背景があるなか、1978 年に発生したラブ・カナル事件25
                                                   
22 植田(2008b)p.53 引用。米国における主要な環境法については同著参照。 
23 有害廃棄物の定義等については米国環境保護庁によって定められた。 
24 大阪（1998）pp.3－5 参照。 
25 1978 年に米国ナイアガラ滝近くのラブキャナル運河において化学合成会社が投棄した農
薬・除草剤などの廃棄物が原因で起きた汚染事件である。具体的に、1930 年代以降は廃棄物
の投棄がされていたが、当時の法律では合法な行為で、当該化学合成会社も 1950 年頃に大量
の有害化学物質を廃棄していた。しかし、埋立後約 30 年を経て、投棄された化学物質等が漏
出し、地下水や土壌汚染の問題が表面化して、地域住民の健康調査でも流産や死産の発生率が
高いことが確認され社会問題となった。その結果、小学校は一次閉鎖、住民の一部は強制疎開、
11 
 
をきっかけに土壌汚染が大きな社会問題となり、新たな環境法が要求され、1980 年に包括
的環境対策・補償・責任法が成立し、その後の 1986 年にスーパーファンド修正および再
授権法が成立したのである。 
そして、これらを合わせた通称がスーパーファンド法であり、この法律の主な目的は有
害廃棄物の不適切な処理・処分に起因する土壌汚染の浄化を推進することであり、連邦政
府が有害物質投棄場所の分別を行い浄化費用負担者を決める。さらに、汚染者負担の原則
（polluter pays principle）」に基づき、汚染用地の浄化費用を、有害物質処理に関与した
全ての潜在的責任当事者26に負担させる。また、当該スーパーファンド法の特徴はすべて
の除去費用に対して①厳格責任（strict liability）②連帯責任（joint several liability）③
遡及責任（retroactive liability）を課すという点であり、当事者に故意・過失があったか、
廃棄・処分の時点で環境法を遵守していたか、また当事者が有害物質の処分に関与しそこ
から利益を得ていたかに関係なく責任が課せられる27。そのため、スーパーファンド法は
資源保全回復法のような規制を主な目的として法律ではなく、汚染責任を追及することを
主な目的としている法律であるということがわかる。そして、その実効性確保のために米
国環境保護庁(EPA: Environmental Protection Agency)は違反者に対して行政命令や民事
上の罰則を科すことにより環境保護法の遵守を強制する28。 
 
（３）環境負債の会計処理に関する意見書等の公表について 
スーパーファンド法の施行後は、土壌汚染対策は法的義務となり、財務会計上における
環境負債（コスト）の認識の必要性が高まると同時に、認識の規定や解釈の指針の設定が
急務となり、FASB 緊急問題専門委員会 29（EITF：Emerging Issues Task Force 
Statements)により 1989 年に EITF89－13「アスベスト除去コストの会計（Accounting for 
the Cost of Asbestos Removal）」、1990 年に EITF90－8「環境汚染処理コストの資本化
                                                                                                                                                          
一帯は立入禁止となり、国家緊急災害区域に指定された。 
26 潜在的当事者については SOP96－1,para.2.3 に定義されている。SOP96－1 については後
述する。また、潜在的当事者を特定できない場合や特定しても賠償資力がない場合には、スー
パーファンドを使って汚染用地の浄化・改善を行う。 
27 植田(2008b)pp.67－68 参照。また、そこでは厳格責任についても触れられている。「厳格責
任主義とは無過失責任の法理であり、加害者の過失の有無を問わず責任を追及する不法行為責
任原則である。従って、正当な注意を払っていても、潜在的当事者に該当するだけで自動的に
浄化責任者にされる。」と述べられている。 
28 植田（2008b）p.68 引用。 
29 財務報告に影響を与える緊急問題を認識し、権威ある表明を履行することによって問題を解
決するため、1984 年 7 月に設立された。 
12 
 
（Capitalization of Costs to Treat Environmental Contamination）」、1993 年に EITF93
－5「環境負債の会計（Accounting for Environmental Liabilities）」が相次いで公表され
た30。さらに、1996 年には米国公認会計士協会（AICPA： Accounting Principles Board 
Opinion）の意見書である SOP(Statement of Position)96－1 も公表され、社会的環境コス
トの内部化、すなわち財務会計における環境負債の認識が積極的に行われるようになった。 
この SOP96－1で規定している環境負債は①スーパーファンド法②自然保全回復法の正
規活動規定③自然保全回復法に類似した州及び U.S.以外の法律または規則に起因した環
境修復負債である。そして、SOP96－1 はこれらの環境修復負債に、SFAS5 による偶発損
失の認識要件を適用するための指針であり、SFAS 第 5 号「偶発事象の会計（Accounting 
for Contingencies）」の要件に合致した場合には当該負債が認識されることになる31。また、
SOP96－1 に規定する環境修復負債は環境法に基づくものであるため、財務会計上認識さ
れる環境負債については法的債務に限定されることとなると同時に、「過去」の事業活動に
起因する環境汚染の修復等により発生するものに限定されることとなる。また、これと平
行して 1977 年に成立した SFAS 第 19 号「石油・ガス生産会社による財務会計報告
（Financial Accounting and Reporting by Oil and Gas Producing Companies）」におい
ても一定の場合にはそのような環境負債の計上を要求しているが、これも SOP96－1 と同
様に「過去」の事業活動に起因する環境負債であった。 
 
（４）資産除去債務に関する会計基準の成立について 
前述したように、SFAS第19号やSOP96－1は「過去」の事業活動に起因する環境負債に
係る会計処理の規定であったため、「将来」の事業活動に起因する環境負債を具体的に規定
する基準はなく、企業側も注記にとどめるという処理がなされていた。しかし、将来の見
積が含まれるという不確かさのために負債の認識を遅らせるべきではないと考えられるよ
うになり、環境負債に関してより広範囲の開示が要求され、また、注記ではなく金額計上
して報告すべきであると考えられようになり、2001年に当該会計基準が成立したのである。
当該会計基準ではSOP96－1のような法的債務のみならず推定的債務（約束的禁反言に基
づくものに限る）も対象としており、より広く環境負債を財務会計上で認識できるように
なった。ただ、その反面、資産除去債務の金額の見積りや認識のタイミング等が複雑にな
                                                   
30 それぞれの具体的な規定や背景等については植田（2008b）pp.55－66 を参照せよ。 
31 植田（2008b）p.68 参照。 
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ったことから、2005年に当該会計基準の解釈指針であるFIN（FASB Interpretation）第
47号が公表させることとなった。 
以上が、米国における当該会計基準の成立までの経緯であるが、これからわかるように、
米国における当該会計基準は環境法、特にスーパーファンド法の成立をはじめとして段階
的に整備されてきた。すなわち、偶然起きる債務、過去の債務等のルールを整備し、その
うえで将来債務に目を転じて資産除去債務にたどり着いたという経緯があるのである32。
一方の日本における当該会計基準の成立までにはこのような経緯を経ていないが、それに
ついては次に述べる。 
 
 
図表 1-5 米国における資産除去債務に関連する環境法および会計基準 
施行年度 基準等 法律名 備考 
1976 － － 資源保全回復法（RCRA) 主に「規制」の法律 
1977 SFAS 19 石油・ガス生産会社による財務会計報告 ケースによっては環境負債認識 
1980 － － 包括的環境対策・補償・責任法 ２つ合わせて通称スーパーファンド
法と呼ばれ、厳格な汚染責任を「追
及」する法律 1986 － － スーパーファンド修正および再授権法 
1989 EITF 89－13 アスベスト除去コストの会計 
コストを資本化・費用化のどちらに
すべきかで議論される 
1990 EITF 90－8 環境汚染処理コストの資本化 EITF90－8 の議論が契機 
1993 EITF 93－5 環境負債の会計 SOP96－1 に組み入れられる 
1996 SOP 96－1 環境修復負債 
スーパーファンド等に基づく環境負
債（法的債務）の認識規定で主に「過
去」の事業活動に起因する環境汚染
の修復等により発生する環境負債を
規定している 
2001 SFAS 143 資産除去債務の会計 
法的債務となる環境負債に係る具体
的な会計基準で「将来」の事業活動
に起因する環境負債の会計処理を定
めている。 
2005 FIN 47 資産除去債務に関する解釈指針 SFAS 第 143 号の解釈指針 
 
  
                                                   
32 藤井(2008b)p.286 引用。 
（注）植田（2008b）pp.43－108 や各基準などを参考に筆者作成。 
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図表 1-6 米国における資産除去債務に関連する会計基準とその概要のまとめ 
 
 
第４節 日本における資産除去債務に関する会計基準の成立の経緯 
 
（１）環境基本法の成立について 
日本では、1950 年代後半から 1970 年代の高度経済成長期に、公害により住民への多大
な被害が発生し大きな社会問題となった。この公害による被害の大きい公害病である水俣
病、新潟水俣病（第２水俣病）、四日市ぜんそく、イタイイタイ病は四大公害病と呼ばれて
おり、それらに関する裁判は近年にまで続いている。このような公害が表面化したことを
契機に日本では 1967 年に公害対策基本法が公布され、その後の 1970 年に多くの環境法、
特に公害に関する法律が公布された。それ以降もいくつかの環境法が公布されたが、これ
らを時系列にまとめたものが図表 1－7 である。また、1971 年には環境庁（現在は環境省）
が設置されている。 
さらに、高度経済成長期を過ぎた後の 1993 年には環境基本法が公布されたが、これは
当時、環境問題が複雑化・地球規模化しており、公害対策基本法（公害問題が対象：環境
基本法の施行に伴い廃止）および自然環境保全法（自然環境問題が対象）では対応しきれ
なくなっていたことが背景にある。環境基本法の目的は「環境の保全について、基本理念
を定め、国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにするとともに、環境の保全
（注）光成（2008）p.182 図表 11－1 を一部修正。 
企業にとって利益また
は損失が発生する可能
性が不確実であること
を含む既存の条件や状
況に基づく債務等 
偶発債務において、環境浄化に関する法的債務
（主にスーパーファンド法など）を規定したもの 
長期性資産の取得、建設、開発など除去に関連し
た法的債務及び推定的債務（企業が決済すること
が求められる義務） 
対象事象 
概要 偶発債務 
法的債務 
法的債務 
(推定的債務) 
SFAS 第 143 号 
（資産除去債務） 
SFAS 5 
（偶発事象） 
SOP96－1 
（環境浄化債務に関す
る意見書） 
資産除去債務に関する
会計基準の解釈指針
（磁気や方法が不確実
な債務も資産除去債務
に該当する） 
法的債務・推定法的債務のうち時期や手法が
不確実なもの 
FIN47 
（条件付き資産除去債
務に関する解釈指針） 
適用年 
1975 年 
  
1996 年 
 
 
2002 年 
 
 
2005 年 
 
一 定 の 場
合には、環
境 負 債 の
認 識 が 要
求 さ れ る
と い う 定
めがある。 
偶発債務 SFAS 19 
（石油・ガス生産会社
による財務会計報告） 
（偶発事象） 
 
1977 年 
 
会 計 基
準 
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に関する施策の基本となる事項を定めることにより、環境の保全に関する施策を総合的か
つ計画的に推進し、現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに
人類の福祉に貢献すること33」である。環境基本法は環境問題に係る基本理念や責務規定
を定めており、汚染者負担原則が明記されている。ただし、米国のスーパーファンド法の
ような厳格な規定が設けられていたわけではなく、環境修復費用を法的債務として位置づ
けたものではなかった。 
 
（２）土壌汚染対策法の成立について 
環境基本法が交付されたのち、土壌汚染対策法が 2002 年に公布されたが、この法律の
目的は「土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人
の健康に係る被害の防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の実施を図り、
もって国民の健康を保護すること34」ということから法律上の義務の範囲は人の健康被害
の防止に限定している。さらに、土壌汚染対策は、汚染の未然防止と、既に発生した汚染
の浄化対策に大別されるが、本法は既に発生した汚染について、その状況の把握・除去等
の事後的な対策を講ずるものである35。 
また、土壌汚染対策法は 2002 年に制定されたが、一方の米国ではスーパーファンド法
が 1980 年に制定されており、土壌汚染問題に対して米国よりも約 20 年も法的対応が遅れ
たと言うことがわかる。そのため本法に対する会計処理方法は未だ確立されておらず、企
業によってその開示方法も様々であり、企業の環境リスクの実態が財務諸表に適切に反映
されていない状態であった36。前述したように、米国ではスーパーファンド法の制定後、
環境負債に係る EIFT や SOP が次々に公表され、財務会計において環境負債が認識される
ようになったことを鑑みれば、法律が制定されただけではすぐには企業が積極的に環境負
債を財務諸表に計上するということにはならないであろう。無論、日本で環境負債を財務
諸表に認識するような規定は存在しており、例えば「使用済核燃料再処理引当金に関する
省令」や「原子力発電施設解体引当金に関する省令」がそれに該当していたが37、あくま
                                                   
33 環境基本法第１条引用。 
34 土壌汚染対策法第１条引用。 
35 植田（2008b）p.87 参照。 
36 同上 pp.95－100 参照。そこでは、土壌汚染対策費用が企業の財務諸表上でどのように計上
されているかの調査結果が述べられている。多くの企業は独立した勘定科目は使用せずに、特
別損失等の中に包含していると述べられている。 
37 「使用済核燃料再処理引当金に関する省令」は 1983 年に公布されたが、2005 年より廃止
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でこれらは特定の業者に対する規定であり、環境負債の範囲も限定的であった。これ以外
に、企業が企業会計原則注解 18 に基づいて任意に環境引当金を計上していたが、認識に
ついて積極的ではなかったり、引当金の要件に合致しないなどして、これもやはり限定的
であった。 
 
（３）資産除去債務に関する会計基準の成立について 
企業の環境リスクの実態を財務会計においては限定的に認識しているのみという環境
負債の認識に関する問題を抱える一方で、日本の会計を取り巻く国際的な動向も大きく変
化していた。2001 年から従来さまざまな代替的処理を認めていた国際会計基準委員会
（IASC：International Accounting Standards Committee）が国際会計基準審議会
（IASB：International Accounting Standards Board）に改組され、IASB は、会計基準
を統一し、かつ 1 つの取引についてはひとつの処理を、という方向性を示した。その結果、
会計基準の調和化から、会計基準の統一またはコンバージェンスへという動きになった38。
そして、日本においても、IASB との間で、両会計基準のコンバージェンスに向けた作業
がとり進められ、それを契機に、2006 年 3 月に資産除去債務が検討すべき項目の 1 つと
して取り上げられた。その結果、ASBJ では 2006 年 7 月にワーキング・グループを立ち
上げられ、同年 11 月に資産除去債務専門委員会が設置され、平成 20 年 3 月 31 日に「資
産除去債務に関する会計基準」が公表された。 
当該会計基準では認識すべき環境負債（資産除去債務）を有形固定資産の除去から、将
来の土壌汚染の修復までを対象としており、また具体的な会計処理も定めているため、従
来の企業ごとに異なっていた環境負債の会計処理を統一することができるようになった。
また、資産除去債務の計上は一定の場合を除き39強制されるため、従来に比べ積極的な財
務会計における環境負債の認識が行われるよう求められるようになった。 
しかし、日本の場合はコンバージェンスを直接的な契機に当該会計基準が成立したため、
米国の経緯とは大きく異なる。よって、以上を踏まえ、米日における環境負債の認識に係
る構造の相違についてまとめる。 
 
                                                                                                                                                          
された。また、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」は 1988 年に公布されており、現
在も改正が行われている（2010 年 3 月 31 日最終改正）。 
38 平松（2007）p.22 を参照 。そのほか、西川（2007）p.45 参照。 
39 一定の場合とは、資産除去債務の金額を合理的に見積もれない場合等をさす。 
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（４）米日における環境負債の認識構造の相違 
まず、米国ではスーパーファンド法という厳格かつ広範囲にわたる責任を定めた環境法
が成立し、企業は環境法に裏付けられた環境債務から逃れられない立場に置かれるように
なった。それを契機に前述したように、EIFT が組織され、また SOP96－1 が公表される
ことになった。そして、SOP96－1 に基づき多くの環境負債が積極的に財務会計上に認識
されるようになり、結果として当該会計基準が成立した。つまり、米国は長年に渡る環境
債務評価の積み上げの最終結果として、将来の資産除去債務の推計把握に至ったのである
40。そのため、米国の環境負債の認識構造はスーパーファンド法を大きな土台に置き、そ
の上に SOP96-1 が置かれ、さらにその上に当該基準が置かれるという台形の形が描かれ
る41。よって、米国ではボトムアップの環境負債の認識構造のもと、当該会計基準が機能
しているのである。 
一方、日本の当該会計基準は、公害事件を契機にさまざま環境法が成立したものの、ス
ーパーファンド法のような厳格かつ広範囲にわたる責任を定めた環境法は成立しなかった。
確かに、環境基本法により汚染者負担原則は明記されるようになったが、環境費用・負債
を法的義務として一般的に明文化した個別法はなく、土壌汚染対策法や石綿障害予防規則
等のぞれぞれの環境問題に対応した環境法・環境規則が制定されるだけであった。そのた
め、環境負債の財務会計上の認識を定める規定を制定することが困難で、あくまで企業の
任意の環境引当金計上などにより認識されるにとどまり限定的であった。そのように環境
債務の基本認識が希薄なまま、国際会計基準とのコンバージェンスを契機に、米国が長年
かけて成立させた資産除去債務に関する会計基準がそのまま導入されたわけである42。よ
って、日本の環境負債の認識構造は土壌汚染対策や石綿障害予防規則、PCB 特措法など個
別の環境問題に対応した環境法を土台に置き、その上に任意の環境引当金が置かれ、さら
にその上に当該基準が置かれるという逆台形の形が描かれる43。よって、日本ではトップ
ダウンの環境負債の認識構造のもと、当該会計基準が機能しているのである。  
 最後に、環境負債の認識構造について、米国ではボトムアップ型であるのに対して、日
本はトップダウンの環境負債の認識構造であるため、今後はスーパーファンド法のような
                                                   
40 藤井（2009）p.57 参照。 
41 藤井（2008）p.287 図表 17－１を参照せよ。ちなみに、国際会計基準についても同様の認
識構造を持っていると述べられている。 
42 藤井（2009）p.57 参照。 
43 藤井（2008）p.287 図表 17－１を参照せよ。 
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広範な環境負債を法的義務として一般的に明文化した厳格な個別法を制定させてゆく必要
がある。 
 以上が、当該会計基準の成立の背景や経緯であったため、次章より当該会計基準の具体
的な中身に入ってゆく。 
 
 
図表 1-7 日本における資産除去債務に関連する環境法および省令 
公布年 号 法律名 分類 
1967 132 公害対策基本法 公害全般 
1970 108 公害紛争処理法 公害全般 
1970 133 公害防止事業費事業者負担法 公害全般 
1970 136 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律 水質汚染 
1970 137 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 廃棄 
1970 138 水質汚濁防止法 水質汚染 
1970 139 農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 土壌汚染 
1970 142 人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律 公害全般 
1971 70 公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律 公害全般 
1971 107 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律 公害全般 
1973 111 公害健康被害の補償等に関する法律 公害全般 
1983 省令 使用済核燃料再処理引当金に関する省令 廃棄 
1988 省令 原子力発電施設解体引当金に関する省令 廃棄 
1992 62 産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律 廃棄 
1993 91 環境基本法 公害全般 
1993 92 環境基本法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 公害全般 
1999 86 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 土壌汚染 
1999 105 ダイオキシン類対策特別措置法 排出 
2000 省令 特定放射性廃棄物に関する拠出金 廃棄 
2001 65 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 廃棄物 
2002 53 土壌汚染対策法 土壌汚染 
2006 4 石綿による健康被害の救済に関する法律 排出 
   （注 1）2010 年 12 月 31 日現在、環境省の HP（http://www.env.go.jp/hourei/）に基づき 1918 年から
2007 年までに公布されている法令を検索し、その中から資産除去債務に関連すると思われる法令を抜
粋した。また、いくつかの参考文献に記載されている省令についても抜粋した。 
（注 2）特に当該会計基準の基礎になると考えられる法令については藤井(2009)p.56 を参考に太字で示
してある。分類については筆者が作成した。 
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第２章 資産除去債務の会計の概要と論点 
 
第１節 資産除去債務の範囲 
 
（１）資産除去債務の定義 
はじめに、資産除去債務とは、有形固定資産の取得、建設、開発または通常の使用によ
って生じ、当該有形固定資産の除去に関して、法令または契約で要求される法律上の義務
およびそれに準ずるものをいう（3 項）。そのため、日本の会計基準でも法的債務に限らず、
推定的債務に相当する債務も資産除去債務の認識対象になるということがわかる。また、
有形固定資産を除去する義務のほか、有形固定資産の除去そのものは義務でなくとも、有
形固定資産を除去する際に当該有形固定資産に使用されている有害物質等を法律等の要求
による特別の方法で除去するという義務も資産除去債務の対象に含まれる（同項）。このこ
とから、建物の取壊しに係る支払い義務のほかに、「土壌汚染対策法」に基づく土壌汚染修
復義務や「石綿による健康被害の救済に関する法律」に基づくアスベストの除去義務など
も資産除去債務として処理されることとなる。 
さらに、当該会計基準の適用対象となる有形固定資産には、財務諸表規則において有形
固定資産に区分される資産のほか、それに準ずる有形の資産（建設仮勘定やリース資産の
ほか、投資不動産など）も含まれる（24 項）。また、有形固定資産を除去する義務が不適
切な操業等の異常な原因によって発生する場合には、当該会計基準対象ではない（26 項）。
そのため、異常な原因により義務が発生した場合には引当金処理や固定資産の減損に係る
会計基準に基づく減損処理がなされることとなる。 
次に、有形固定資産の「除去」とは、有形固定資産を用役提供から除外することを指し
（一時的に除外することを除く）、除去の具体的な態様としては、売却、廃棄、リサイクル
その他の方法による処分が含まれるが、転用や用途変更、有形固定資産が遊休状態になる
場合は除去に該当しない（3 項）。 
 
（２）各国の資産除去債務の範囲 
ここでは、各国の当該会計基準が認識の対象としている資産除去債務の範囲について整
理する。はじめに、日本では、前述したように資産除去債務について「法律上の義務及び
それに準ずるもの」と定義しているがこれは、債務の履行を免れることがほぼ不可能な義
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務を指し、法令又は契約で要求される法律上の義務とほぼ同等の不可避的な義務が該当す
る（28項）。そこで、有形固定資産の使用期間中に実施する環境修復や修繕について考え
てみると、これらの費用は有形固定資産の操業を停止することにより発生を回避すること
ができることから、資産除去債務の定義である「不可避的」な義務には該当せず、資産除
去債務としての認識の対象とはならない（25項）。 
次に、米国のSFAS第143号では、資産除去義務の範囲を有形固定資産の購入、建設ある
いは開発および正常操業から生ずる有形固定資産の除却に関連する法的義務に適用され、
その法的義務は、ある主体が現行のまたは施行されている法律、法令、条例、あるいは書
面または口頭での契約あるいは、約束禁反言の原則の下での契約の法的解釈によって、決
済することを要求されている義務としている44。この定義からわかることは、SFAS第143
号では資産除去債務の範囲が法的債務に限定されている点である。 
ただし、これには留意が必要で、法的債務化された推定的債務である約束禁反言の原則
に基づく債務もこの資産除去債務の範囲である法的債務に含まれている点である45。これ
は、公開草案の段階では法的債務と推定的債務の２つの債務が資産除去債務の対象となっ
ていたのであるが、コメント・レターの回答を受け、推定的債務に法的な視点を取り入れ、
推定的債務であった約束禁反言の原則に基づく債務を法的債務化したためである46。また、
この約束的禁反言の法理は救済が認められる例が必ずしも広範ではないことから「約束的
禁反言の法理に基づく法的債務も含む現在の法的債務」は日本の契約法における「法的債
務」の範囲と比較しても、むしろ概念的にはせまいと考えられる47。 
 さらに、IFRSについては、個別の資産除去債務に関する会計基準は存在しないが、その
代わりにIAS第37号「引当金、偶発債務および偶発資産」においてその計上が定められて
いる。具体的に、そこでは法的債務および推定的債務が負債認識の条件となっており48、
                                                   
44 大塚（2008）p.106 引用。原文については SFAS 第 143 号 para.1 参照。 
45 詳細については長束（2004）pp.166－168 を参照せよ。ただし、赤塚（2008d）p.67 の「約
束的禁反言の法理に基づく推定的債務を含みうるが、原則として法的債務である」という表現
の方が理解しやすいとも考えられる。 
46 小形（2009）p.124 参照。また、その理由については長束（2004c）pp.51－65 参照。そこ
で述べられていることをまとめると以下のようになると思われる。 
法的債務と推定的債務の２本建てにせず、いわば法的債務の概念を拡大させたかというと、
資産除去債務として認識されるべき「将来」の事業活動に起因する環境負債は不確実性が高い
という性質を持っているためである。そのため、その多くが負債認識の要件に合致するかが問
題となる。 
47 長束（2004）p.168 参照。 
48 大塚（2008）p.106 参照。 
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また推定的債務に約束的禁反言法理に基づかなくてはならないという限定も無いことから、
FAS第143号の範囲よりもさらに広範な債務概念となっている49。また、日本と比べると、
義務という定義および法律上の義務に限定されないという範囲は同等である。ただし、約
束禁反言の原則や推定的義務が国際的にどのように理解されているのか、またそれをどの
ように理解するかという点は必ずしも明確ではないと考えられる。したがって、認識対象
となる義務が確実に存在することの根拠を示そうという意味で定義や範囲が規定されてい
る点は共通しているが、その内容には解釈の余地が生まれる可能性があるだろう50。ただ
し、各国ともにおおむね同様の範囲であると考えられる。 
 
第２節 資産除去債務の会計処理 
 はじめに、当該会計基準に基づく資産除去債務の会計処理は資産負債両建処理が採用さ
れている。この会計処理は資産の購入時点において、貸方側に資産除去債務を計上し、借
方側には同額を資産の取得原価に算入するという処理である。従来の日本の会計概念には
なじまないといえる会計処理であるが、それを考えるうえで重要になってくるのが、利益
観である。そこで、資産除去債務の会計処理の説明に入る前に、まずその利益観を整理す
る必要があるため、我が国における会計概念の展開について述べる。 
 
（１）会計理論の展開 
はじめに、我が国における、従来の経済社会は、製造業を主軸にした「プロダクト型市
場経済」であったのに対し、現在の経済社会は金融サービス業を主軸にした「ファイナン
ス型市場経済」へ重点が移動してきた51。このような産業構造の変化を背景として、アカ
ウンタビリティに対する認識については、受託責任の思考が後退し、情報提供の思考が前
面に押し出されてきたが、この変化は必然的に会計制度や会計理論を変化させることにな
った。 
従来のプロダクト型市場経済における会計理論（プロダクト型会計理論）では、利害調
整機能が前面に押し出されていて、経営者の経営活動の効率性や、分配可能額の計算に基
づく、株主や債権者との利害調整を重視していた52。そのため、過去指向的計算が利益計
                                                   
49 長束（2008）pp.566－567 参照。 
50 大塚（2008）p.106 引用。 
51 河崎（2007）p.1 参照。 
52 徳賀（2002）p.149 参照。また、辻山（2002）p.350 参照。 
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算の課題となり、経営者が生み出した利益を収益（成果）と費用（努力）の差額と捉え、
その利益を適切に計算するため費用と収益の対応が重視されてきた。よって、そのような
フロー計算を重視した利益観である収益費用アプローチに非常に近い考え方が取られてき
たといえる。そのため、貸借対照表は収益･費用を計算した後に残される借方項目残高と貸
方項目残高の集計表としての位置づけであり、ストック情報よりもフロー情報の方が重視
された。そして、この考え方に基づいて、資産は未費消原価の固まりと捉えられ、それを
示す測定値（資産の評価基準）として取得原価が重視されていた。 
しかし、証券市場の発展によりファイナンス型会計理論に移行してから、証券投資意思
決定のための情報が重視されるようになり、会計の機能の重点は、情報提供機能にシフト
してきたのである。その結果、金融財が主たる認識対象となり、リスク管理と財務活動の
業績評価が主たる目的となったことから、経済的利益（将来キャッシュ･フローの現在価値
の期間比較）、つまり将来指向的計算が利益計算の課題となってきた53。すなわち、フロー
情報よりもストック情報に重点が移行し、その結果、利益を企業の富または正味資源の増
加分と捉える資産負債アプローチに近い考え方が取られるようになってきた。そのため、
資産に対して将来キャッシュ・インフローを生み出すもの、言いかえれば、「将来の経済的
便益」と捉えられるようになり54、資産の評価基準として時価（公正価値）が重視される
ようになった。 
よって、社会経済がプロダクト型市場経済からファイナンス型市場経済へ重点が移動し
た結果、フロー情報よりもストック情報に、また利益観は収益費用アプローチから資産負
債アプローチに重点が移行したといえる（図表 2－1 参照）。特に、我が国の会計理論を
理解する上で参考となる「討議資料 概念フレームワーク55」（以下、「討議資料」と省略す
る）における資産の定義は経済的利益と結びつけて説明されているため、資産負債アプロ
ーチの考え方が重視されているといえる。ただ一方で、その「討議資料」では従来の収益
費用アプローチに近い考え方に基づいて導き出される純利益も残している56ことから、収
益費用アプローチも現在の会計理論において未だに残っている。 
つまり、「討議資料」は「資産負債アプローチを採用しながら、一方では収益費用アプ
                                                   
53 河崎（2007）p.4 参照。 
54 辻山（2007）p.142 参照。そこでは、「討議資料」においては資産負債アプローチと収益費
用アプローチのうち、前者に近い見解が採用されている旨が述べられている。  
55 ASBJ（2006）「討議資料 概念フレームワーク」を指す。 
56 米山（2007）p.9 参照。 
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ローチも放棄していない57」状態で、利益観が収益費用アプローチから資産負債アプロー
チに完全移行したというような単純な話ではなく、両方の考え方が両立しているハイブリ
ッドな構造を採用しているのである58。この構造について、矛盾しているもの同士が両立
していると考えるのではなく、利益観というのはあくまで基準の体系や変化を理解する道
具であって、どちらか一方だけ適用して他を排除する狭義やイデオロギーの類ではなく59、
むしろ相互補完的なものが存在していると考える必要がある60。 
さらに、「討議資料」では資産・負債の測定についても、各測定値が企業の投資とどの
ような関連を持つのかという観点からの検討が加えられているため、資産や負債が簿価で
測定されるものもあれば、時価や割引現在価値で測定されるものもある。つまり、「討議
資料」における財務報告の目的の達成という観点からは、測定属性の選択に当たって投資
の実態や本質を確認しそれに相応しい選択を行う必要があり、それを無視して資産･負債の
測定を時価ないし公正価値に統一すること自体が、財務報告の目的の達成に役立つわけで
はないという点が強調されている61。そのため、測定についても画一的な測定値は定めら
れていないため、混合属性アプローチ62が採られている。 
したがって、現在の我が国では認識および測定について、いくつかの考え方のうちの１
つだけを採用し、限定しているというわけではなく、いくつかの考え方を相互補完的に採
用しているということがわかる。ただし、ファイナンス型市場経済に移行して以来、スト
ック項目が重視されているため、重点が収益費用アプローチから資産負債アプローチに移
動したと言える。 
 
（２）従来の除去費用に係る会計処理 
はじめに、従来の資産の除去費用の会計処理は、資産の除去時に当該費用を認識する会
計処理または引当金処理が行われていた。具体的に、前者の資産の除去時に当該費用を認
識する会計処理では資産の購入時には将来の除去費用を何ら考慮することなく、資産の除
                                                   
57 辻山（2007）p.150 参照。 
58 同上（2007）p.141 参照。 
59 斎藤（2007）p.5 参照。 
60 辻山（2007）p.142 参照。 
61 豊田（2007）pp.53－55 参照。また、万代（2007）pp.100－113 参照。 
62 SFAC 第 5 号 para.66 参照。そこでは、「現在、財務諸表において報告される項目は、異な
る属性によって測定されており、それはその項目の性質並びに測定される属性の目的適合性及
び信頼性に左右される」と述べられており、このように認識対象の性質等に基づき異なる属性
により測定するという考え方を混合属性アプローチと一般的に呼んでいる。  
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去時にはじめて当該費用を認識するという会計処理（図表 2－2①参照）であり、当該費用
は通常、固定資産廃棄損や固定資産売却損益に含まれる（本論文における仕訳では便宜上
「資産除去費用」という名称を用いている）。ただし、取壊費などの除去費用は除去に関し
て当然発生する費用であり、当該費用は残存価額を認めると同じ意味であらかじめ見積も
って、償却計算に考慮されるべきという考え方がある63ため、連続意見書第三において例
外処理が認められている64。すなわち、除去費用と資産稼働による収益を対応させるため
に、例外処理が認められているのである。 
具体的に、減価償却を計上する際に、その金額を「｛資産の取得原価－(見積除去費用控
除前残存価額－見積除去費用) ｝／耐用年数」で計算し、見積除去費用を割戻計算する必
要はないと考えられる（図表 2－2②参照）。残存価額から見積除去費用を差し引くことに
より、資産の取得原価から差し引かれる残存価額の金額が小さくなる分、見積除去費用の
金額だけ分子が大きくなり、減価償却費の金額が大きくなる。その結果、原則処理とは異
なり、将来の見積除去費用の金額を毎期費用配分することができ、除去費用と資産稼働に
よる収益とを対応させることができる。そして、この会計処理の背景には、除去費用はマ
イナスの残存価額65という考え方があるため、除去費用に係る勘定を計上するわけではな
く、あくまで減価償却計算における残存価額の調整を行うにとどまるというわけである。 
よって、例外処理では過年度に認識した除去費用の金額は減価償却累計額に含まれてし
まう（直接法の場合には資産の減額が行われる）ため、当該除去費用の認識累計額を直接
的にオンバランスすることができないという問題点がある。この点は原則処理も同様のこ
とが言える。また、見積除去費用が残存価額を上回っている（見積除去費用控除後残存価
額がマイナスになる）場合に、どのような会計処理が妥当かという問題もある66。したが
って、原則処理と例外処理を比較すると、除去費用の発生時点を重視すれば前者がとられ
るが、費用配分を重視すれば後者がとられると考えられる。ただし、両者ともに、当該除
去費用の認識累計額を直接的にオンバランスすることができないという問題点がある。  
一方、後者の引当金処理（図表 2－2③参照）についてであるが、まず引当金は企業会計
原則注解 18 において「将来の特定の費用または損失であって、その発生が当期以前の事
                                                   
63 太田（1951）p.152 参照。 
64 小川（2004a）p.10 の注 27 参照。そこでは、この例外処理のことを負残存価値減価償却方
式と述べている。そのため、正式名称は負残存価値減価償却方式であるかもしれないが、ここ
では便宜上、例外処理とする。 
65 太田（1951）p.152 参照。 
66 同上（1951）pp.152－153 参照。 
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象に起因し、発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もることが出来る場合
には、当期の負担に属する金額を当期の費用または損失として引当金に繰り入れ、当該引
当金の残高を貸借対照表の負債の部または資産の部に記載するものとする」と定義されて
いる。つまり、①将来の特定の費用または損失②発生が当期以前の事象に起因③発生の可
能性が高い④金額を合理的に見積もることが出来る、という４条件を満たした費用に係る
貸方勘定であることがわかる。この定義に除去費用をあてはめてみると、①から③はあて
はまり、④の合理的な見積りが可能の場合には引当金処理も認められるといえる。 
そこで、我が国では電気事業法第 36 条の規定（渇水準備引当金の積立義務の規定）を
実施するために、「使用済核燃料再処理引当金に関する省令」と「原子力発電施設解体引
当金に関する省令」に基づいて、使用済核燃料再処理引当金と原子力発電施設解体引当金
とが、電気事業者の貸借対照表に計上されている67。また、その他の業種においても、任
意に環境安全対策引立金や汚染土壌処理損失引当金などを貸借対照表に計上している企業
がある。 
そして、当該引当金処理では、原則処理およびその例外処理の問題点である当期までに
費用配分した除去費用の累計額（原則処理の場合はゼロ）を直接的にオンバランスするこ
とができないという問題点を克服するとともに、毎期引当金繰入額を費用計上することに
なり費用配分も可能となる。しかし、当該処理ではあくまで当期までに費用配分した除去
費用の累計額を示すのみで、翌期以降の除去費用の金額を示すことができないという問題
点が生じる。つまり、資産に係る将来の除去費用の全額ではなく一部しかオンバランスす
ることができないという問題点がある。さらに、原則処理および例外処理、引当金処理の
共通する点を考えると、これらの会計処理はすべて期間損益計算を重視しているというこ
とがわかる。すなわち、原則処理は資産の除去費用を除去時の会計期間における特別損失
と捉え、認識計上している。また、例外処理および引当金処理は除去費用を資産の稼働の
収益に対応する費用と捉え、毎期費用計上している。よって、従来の会計処理は収益費用
アプローチに基づく会計処理であるということが言える。 
したがって、以上を整理すると、従来の原則処理では除去費用の費用配分ができないた
め、連続意見書において例外処理が認められていた。ただ、例外処理は費用配分はできる
ものの、除去費用の過年度認識額をオンバランスすることができず、また除去費用が残存
                                                   
67 佐藤（2007）p.30 より引用。また、大手電力会社の貸借対照表など参照。さらに、当該省
令の施行の背景等の具体的な説明については、弥永（2009）pp.40－43 参照。 
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価額を上回る場合には計算上問題がある。そこで、それと並列して費用配分および除去費
用の過年度認識額のオンバランス化も可能である引当金処理も認められている。しかし、
引当金処理では翌期以降の除去費用の金額を示すことができない、すなわち資産に係る除
去費用の全額をオンバランスすることはできないという問題点がある。そして、この問題
点を解決するため、当該会計基準において翌期以降の除去費用の金額も含めた除去費用の
累計額を資産の購入時に計上できる資産負債両建処理が提唱されたのである（図表 2－3
参照）。この背景には、収益費用アプローチから資産負債アプローチへの重点移動がある。
それは、費用収益の対応というフロー情報を重視した引当金処理ではなく、資産に係る除
去費用の全額を認識するというストック情報を重視した資産負債両建処理が提唱されたた
めである。よって、次にこの資産負債両建処理について説明する。 
 
（３）資産負債両建処理の概要 
はじめに、資産負債両建処理とは「資産を購入した際に、将来支払われる除去費用の見
積額の割引現在価値を負債計上するとともに、当該負債の計上額と同額を、関連する有形
固定資産の帳簿価額に加える68」処理である。そして、当該会計処理を採用した場合の仕
訳は例外的な場合69を除き大きく５つの仕訳で構成されるといえるが、この節以降より、
説明の便宜上、資産計上される（資産の取得原価に含められる）資産除去債務に対応する
除去費用を「資産除去費用」とする。また、仕訳例については図表 2－4でまとめてある。 
第１に、期中仕訳における資産の購入時（取得時）の仕訳であるが、資産負債両建処理
が行われる。すなわち、貸方に資産除去債務が計上され、それと同額の資産除去費用が借
方の資産（の取得原価）に計上される。また、他に資産除去費用の処理方法として、無形
固定資産やや長期前払費用のように別の資産として計上する方法も考えられたが、資産除
去費用は法律上の権利ではなく財産的価値もないことと独立して収益獲得に貢献するもの
ではないことからこの処理方法は採用していない70。そこで、資産除去費用については、
将来の除去費用は有形固定資産の稼動にとって不可欠なものであると考え、有形固定資産
の取得に関する付随費用と同様に処理することとしたとされているが、この考え方に対し
                                                   
68 ASBJ（2008）「資産除去債務に関する会計基準」第 4 項、第 6 項、第 7 項に基づく。 
69 資産除去債務が使用の都度発生する場合などの特殊な場合でない場合が該当する。 
70 ASBJ（2008）「資産除去債務に関する会計基準」42 項参照。無形固定資産は「当該除去費
用の資産計上額が有形固定資産の稼動等にとって必要な除去サービスの享受等に関する何ら
かの権利に相当するという考え方」に基づくものであり、長期前払費用は「将来提供される除
去サービスの前払いとしての性格を有するという考え方」に基づくものである。  
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て私は疑問を感じているため、これについて詳しく後述する。 
第２に、決算整理仕訳における、時の経過を調整する仕訳である。これは借方に利息費
用が、貸方に資産除去債務が計上される仕訳である。この仕訳で用いられる割引率は変更
を行わずに負債計上時の割引率を用いる方法によることとされた。それは、他の負債の取
扱いとの整合性があるのと、時の経過によって一定の利息相当額を配分すれば関連する有
形固定資産について減価償却という費用配分が行われることとも整合的であると考えられ
るためである（49項）。また、開示については当該利息費用は、実際の資金調達活動によ
る費用ではないこと、また、退職給付会計の計算との整合性から、当該調整額は対象とな
る有形固定資産の減価償却費と同じ区分に計上される（55項）。 
第３に、決算整理仕訳における減価償却の仕訳である。これは、資産除去費用をも含め
た取得原価を費用配分する仕訳である。なお、土地の原状回復費用等は一般に当該土地に
建てられている建物や構築物等の有形固定資産に関連する資産除去債務であると考えられ
るため、（資産負債両建処理がなされた後に）当該有形固定資産の減価償却を通じて各期に
費用配分されることとなる（45項）。 
第４に、決算整理仕訳における、資産除去債務の見積の変更に伴う修正仕訳である。こ
の仕訳は除去費用の将来キャッシュ・フローに重要な見積りの変更が生じた場合に行われ
る。また、資産除去債務の見積りの変更から生じる調整を、会計上どのように処理するか
については、プロスペクティブ・アプローチ、キャッチアップ・アプローチ、レトロスペ
クティブ・アプローチの3つの方法が考えられるが、現行の会計慣行においても耐用年数
の変更については影響額を変更後の残存耐用年数で処理する方法が一般的であることなど
から、プロスペクティブ・アプローチにより処理することとされた71（50・51項）。よって、
見積りの変更による調整額は、資産除去債務に係る負債の帳簿価額及び関連する有形固定
資産の帳簿価額に加減して取り扱うことになる。そのため、当該会計期間の損益計算書に
は影響を及ぼさないため、利益操作に悪用される恐れがあるといえる。 
さらに、資産除去債務が法令の改正等により新たに発生した場合にも同様の処理をする
が、影響が特に重要であれば、重要な法律改正又は規制強化による法律的環境の著しい悪
                                                   
71 ASBJ（2008）「資産除去債務に関する会計基準」50 項参照。プロスペクティブ・アプロー
チとは「資産除去債務に係る負債及び関連する有形固定資産の帳簿価額に加減して、減価償却
を通じて残存耐用年数にわたり費用配分を行う方法」を指す。また、キャッチアップ・アプロ
ーチとは「資産除去債務に係る負債及び有形固定資産の残高の調整を行い、その調整の効果を
一時の損益とする方法」を指す。最後に、レトロスペクティブ・アプローチとは「資産除去債
務に係る負債及び有形固定資産の残高を過年度に遡及して修正する方法」を指す。  
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化として、減損の兆候に該当することとなる。また、これまで合理的に見積ることができ
なかった資産除去債務の金額を合理的に見積ることができるようになった場合についても、
同様の修正仕訳をするが、この場合も減損の兆候として扱うべきものと考えられる（52項）。 
第５に、期中仕訳における除去時の仕訳である。これは、資産の除去の処理と、除去費
用（資産除去債務）の支払処理である。また、除去費用に係る実際発生額と見積額との間
に差額が生じた場合には、履行差額（損益）を計上することとなる。ただし、実務上資産
の除去は計画的に行われ、除去時の会計期間より前の会計期間に行われる資産除去債務の
見積りの変更・修正に係る仕訳において資産除去債務が適正な全額となり履行差額は通常
発生しないものと考えられる。また、見積の変更・修正が行われない場合は重要性が低い
場合であるから、履行差額が仮に発生したとしてもその金額は尐額であると考えられる。
また、履行差額の開示については、原則として当該資産除去債務に対応する除去費用に係
る費用配分額と同じ区分に含めて計上する72。これは除去費用の総額が固定資産の利用期
間にわたって配分され、一定の場合に資産除去債務の修正が行われる場合を前提とすれば、
履行差額も、固定資産の取得原価に含められて減価償却を通じて費用処理された除去費用
と異なる性格を有するものではないといえるためである（57項）。 
 
（４）引当金処理と資産負債両建処理との比較 
はじめに、基準書では資産除去債務の会計処理として引当金処理と資産負債両建処理の
大きく２つの処理方法が挙がったが、後者の処理方法が採用された。この採用について、
基準書では以下の4つの理由73をあげている。第１に、引当金処理の場合には、有形固定資
産の除去に必要な金額が貸借対照表に計上されないことから、資産除去債務の負債計上が
不十分であるという意見があるためである。第２に、資産負債の両建処理は、有形固定資
産の取得等に付随して不可避的に生じる除去サービスの債務を負債として計上するととも
に、対応する除去費用をその取得原価に含めることで、当該有形固定資産への投資につい
て回収すべき額を引き上げることができるためである。第３に、資産負債の両建処理を選
択し、その結果として、有形固定資産に対応する除去費用が、減価償却を通じて、当該有
形固定資産の使用に応じて各期に費用配分されるため、資産負債の両建処理は引当金処理
                                                   
72 同上 58 項参照。例外として、当初の除去予定時期よりも著しく早期に除去することとなっ
た場合等、当該差額が異常な原因により生じたものである場合には、特別損益に計上する。  
73 ASBJ（2008）「資産除去債務に関する会計基準」第 33 項、第 34 項より引用。 
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を包摂するものといえるためである。第４に、資産負債の両建処理が引当金処理を包摂す
るという考え方は、国際的な会計基準とのコンバージェンスにも値するものであるためで
ある。 
以上が、資産除去債務の会計処理について資産負債両建処理が採用された理由であるが、
第１の理由については、まさに前述した引当金の翌期以降の除去費用の金額を示すことが
できないという問題を資産負債両建処理では解決ができるというものである。そもそも、
当該会計基準の一番の趣旨は将来の除去費用にかかる支払義務の適切なオンバランス化で
あるから、資産除去債務の全額をオンバランスできる資産負債両建処理を採用しないとそ
の趣旨に合致しないため、この第１の理由が最も重要であると言える。またこれと同時に、
資産負債両建処理は負債たる資産除去債務を先につかまえた（認識）会計処理であると言
える。つまり、負債の定義である「過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配
している経済的資源放棄もしくは引き渡す義務、またはその同等物74」にまさに合致する
将来の除去費用の支払義務を先に認識した結果として考え出された会計処理なのである。  
そのため、貸方側の資産除去債務側の認識については資産負債アプローチに基づいてい
ると言えるが、借方側の資産除去費用についても資産負債アプローチに基づいているので
あろうか。つまり、借方、貸方とも資産負債アプローチに基づく会計処理が採られている
のであろうか。そこで、次節において各利益観に基づく会計処理を考え、資産負債両建処
理がどのような利益観に基づく会計処理であるのかを分析する。 
 
  
                                                   
74 同上（2006）「討議資料 概念フレームワーク」の負債の定義より引用。 
30 
 
図表 2-1 会計理論の展開 
会計理論 プロダクト型会計理論 ファイナンス型会計理論 
特質 
利益計算の課題 
分配可能利益または業績利益 
経済的利益（将来キャッシュ・
フローの現在価値の期間比較） 
過去指向的計算 将来指向的計算 
取引市場 
安定性が高く流動性が相対的に低
い相対的に高い市場 
変動性と流動性が相対的に高
い市場 
利益決定アプローチ 
収益費用アプローチ 資産負債アプローチ 
フロー重視の計算 ストック重視の計算 
利益の定義 
企業の達成した成果としての収益
とそれを達成するために費やされ
た努力としての費用との差額 
企業の富または正味資源の増
加分 
資産の評価基準 取得原価 時価（公正価値） 
 
 
 
図表 2-2 従来の会計処理の仕訳例 
前提条件 
・ 資産 A を 20×1/4/1 に購入し、耐用年数経過後（20×4/3/31）に処分する。 
・ 資産 A の公正価値は 1,200 である（現金払い） 
・ 資産 A の残存価額は 180、耐用年数 3 年であり、定額法で減価償却を認識する。 
・ 除去費用の見積額は 150 であり、3 年後の実際発生額も同額とする。 
・ 割引率は考慮しない。 
 
① 原則的な会計処理 
20×1/4/1 (借) 資 産 A 1,200 (貸) 現 金 1,200 
20×2/3/31 (借) 減 価 償 却 費 340 (貸) 減 価償 却累計 額 340 
20×3/3/31 (借) 減 価 償 却 費 340 (貸) 減 価償 却累計 額 340 
20×4/3/31 (借) 減 価 償 却 費 340 (貸) 減 価償 却累計 額 340 
 (借) 減 価償 却累計 額 1,020 (貸) 資 産 A 1,200 
  現 金 180    
 (借) 除 去 費 用 150 (貸) 現 金 150 
（注）河崎(2007)p.4 図表１を一部修正し、筆者作成。 
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② 連続意見書第三で認められていた会計処理 
※１：｛1,200－（180－150）｝／3= 390 
 
③ 引当金処理 
 
 
図表 2-3 各会計処理の特徴 
  
従来の会計処理 新たな会計処理 
原則処理 例外処理 引当金処理 資産負債両建処理 
費用配分 × ○ ○ ○ 
除去費用累計額
のオンバランス 
× × 
△           
（過年度分は可能） 
○ 
  
20×1/4/1 (借) 資 産 A 1,200 (貸) 現 金 1,200 
20×2/3/31 (借) 減 価 償 却 費 390※１ (貸) 減 価償 却累計 額 390 
20×3/3/31 (借) 減 価 償 却 費 390 (貸) 減 価償 却累計 額 390 
20×4/3/31 (借) 減 価 償 却 費 390 (貸) 減 価償 却累計 額 390 
 (借) 減 価償 却累計 額 1,170 (貸) 資 産 A 1,200 
  現 金 30    
20×1/4/1 (借) 資 産 A 1,200 (貸) 現 金 1,200 
20×2/3/31 (借) 資産除去引当金繰入 50※１ (貸) 資 産除 去引当 金 50 
 (借) 減 価 償 却 費 400 (貸) 減 価償 却累計 額 400 
20×3/3/31 (借) 資産除去引当金繰入 50 (貸) 資 産除 去引当 金 50 
 (借) 減 価 償 却 費 400 (貸) 減 価償 却累計 額 400 
20×4/3/31 (借) 資産除去引当金繰入 50 (貸) 資 産除 去引当 金 50 
 (借) 減 価 償 却 費 400 (貸) 減 価償 却累計 額 400 
 (借) 減 価償 却累計 額 1,200 (貸) 資 産 A 1,200 
  資 産除 去引当 金 150  現 金 150 
（注）筆者作成。 
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図表 2-4 資産負債両建処理の仕訳例 
 
前提条件 
・ 資産 A を 20×1/4/1 に購入し、耐用年数経過後（20×5/3/31）に処分する。 
・ 資産 A の公正価値は 1,200 である（現金払い） 
・ 資産 A の残存価額はゼロ、耐用年数 4 年であり、定額法で減価償却を認識する。 
 
除去費用にかかるデータ 
 
見積額（実際発生額） 割引率 加重平均 
20×1/4/1 150 3% 3% 
20×2/3/31 150 4% 3% 
20×3/3/31 250 6% 4.2% 
20×4/3/31 200 5% 4.2% 
20×5/3/31 (180) 5% 4.2% 
 
仕訳 
20×1/4/1 (借) 資 産 A 1,333 (貸) 現 金 1,200 
購入時仕訳     資 産 除 去 債 務 133 
20×2/3/31 (借) 利 息 費 用 4※1 (貸) 資 産 除 去 債 務 4 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 333 (貸) 減 価償 却累計 額 333 
20×3/3/31 (借) 利 息 費 用 4※2 (貸) 資 産 除 去 債 務 4 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 333 (貸) 減 価償 却累計 額 333 
 (借) 資 産 A 89※3 (貸) 資 産 除 去 債 務 89 
20×4/3/31 (借) 利 息 費 用 10※4 (貸) 資 産 除 去 債 務 10 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 378※5 (貸) 減 価償 却累計 額 378 
 (借) 資 産 除 去 債 務 48※6 (貸) 資 産 A 48 
20×5/3/31 (借) 利 息 費 用 8※7 (貸) 資 産 除 去 債 務 8 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 330※8 (貸) 減 価償 却累計 額 330 
および (借) 減 価償 却累計 額 1,374 (貸) 資 産 A 1,374 
売却仕訳 (借) 資 産 除 去 債 務 200 (貸) 現 金 180 
     履 行 差 額 20※9 
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※１：133×3%=3.99≒4 
※２：(133+4)×3%=4.11≒4 
※３（見積りの増額修正）：(250－150)／(1+0.06)2＝88.99≒89 
※４：(133+4+4+89)×4.2%=9.66≒10 
※５：｛（1,200+133+89）－(333+333)｝／2＝378 
※６（見積りの減額修正）：｛200／(1+0.042）｝－(133+4+4+89+10) =47.94≒48 
※７：(133+4+4+89+10－48)×4.2%=8.064≒8 
※８：（1,200+133+89－48）－(333+333+378)＝330 
※９：貸借差額 
 
参考）資産除去債務の計算に係る速算表 
 
 
×1/4 ×2/3 ×3/3 ×4/3 
 
20×5/3/31（除去時） 
       
金額（見積） 割引率 加重平均 
資産除去債務  当初見積分 133 137 141 146 
 
150 3% 3% 
 
×3 増加分 － － 89 94 
 
100 6% 4.2% 
×4 減尐分 － － － △48 
 
△50 － － 
合計額 133 137 230 192 
 
200 － 4.2% 
  
 
 
 
 
 
   
       
金額 
  
減価償却費 支払対価分 － 300 300 300 
 
300 
  
 
当初見積分 － 33 33 33 
 
33 
  
 
×3 増加分 － － － 44 
 
44 
  
 
×4 減尐分 － － － － 
 
△48 
  
 
合計額 － 333 333 378 
 
330 
  
減価償却 
累計額 
 － 333 667 1,044  1,374   
 
 
     
÷1 年 ÷4 年 ÷2 年 
（注）筆者作成。×4 減尐分については当初見積分および増加分の×4/3 における現在価値から減尐後資
産除去債務の見積額を加重平均で除したものを差し引いて算定する点に注意する必要がある。それは、×
4 減尐分を割り戻すという計算をしてしまうと、過年度に資産除去債務の見積りが増加し、かつその時の
割引率が当初見積時（購入時）と異なっている場合には、利息計算に係り減尐後資産除去債務の見積額か
ら若干数値がずれるためである。 
また、下線部分の数値については資産のオンバランス価額に加算（減算）する部分である。利息費用は
資産除去債務の「合計額」の差額できる（ただし、見積変更時はそれを考慮する必要がある）。 
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第３節 利益観を軸にした資産除去債務の会計処理の分析 
ここでは、主に佐藤（2007）を参考に具体的に仕訳例（図表 2－5 参照）を挙げて、利
益観を軸に資産負債両建処理を分析する。はじめに、資産負債アプローチに基づく会計処
理を考え、次に収益費用アプローチに基づく会計処理を考える。 
 
（１）資産負債アプローチに基づく会計処理 
資産負債アプローチの場合（図表 2－5①）、まず資産除去債務は将来の除去費用の見積
額 150 の割引現在価値 130 で認識・測定される。これは将来の除去費用が負債の定義に合
致しているためである。一方の借方側について考えてみると、除去費用もしくは有形固定
資産取得損が計上されることになる。これは、資産の購入と資産除去費用の発生を一体と
捉えた（一取引基準）場合には、支出および支出義務の負担合計 1,330 だけの犠牲を払い
ながら、1,200 の価値の有形固定資産を取得したのであるから、有形固定資産取得損が計
上されると考えられるし、一方で資産の購入と資産除去費用の発生がそれぞれ独立してい
ると捉えた（二取引基準）場合には、資産除去費用は資産性に疑いがあり75資産の定義に
合致していないことから、除去費用が計上されると考えられためである。したがって、ど
ちらの捉え方を採ったとしても資産負債アプローチに基づいた資産除去債務の会計処理は
購入時には資産除去費用は費用処理されるということがわかる76。 
ただし、この処理は費用配分ができない点や資産購入時に除去費用が発生していないに
もかかわらず、それを費用認識してしまうという点で問題がある。また、資産負債アプロ
ーチに基づいた場合、資産および負債が重視され、それに該当しない項目が資本または損
益計算項目として認識されるのであるが、費用ではなく資本項目として認識される余地が
ある。これについては後述する。 
 
（２）収益費用アプローチに基づく会計処理 
収益費用アプローチに基づく会計処理であるが、これはまさしく前述した従来の会計処
理、特に引当金処理が該当する（図表 2－2③参照）。当該会計処理では将来の除去費用の
見積額 150 を耐用期間 3 年で除した 50 を毎期引当金として繰り入れる。なぜ、資産負債
                                                   
75 佐藤（2007）p.31 や菊谷（2007）p.35 参照。この資産除去費用の資産性については詳しく
後述する。 
76 大塚（2002）pp.54－55 参照。そこでは、資産負債アプローチに基づく会計処理として資産
負債両建処理が適用されているため、一概には費用処理されるとは言い難いとも言える。  
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アプローチに基づく会計処理のように除去費用の見積額 150を購入時に認識しないかとい
うと、収益費用アプローチでは資産・負債の計上（決定）よりも費用・収益の計上（決定）
が優先されるためである。そのため、除去費用の見積額を耐用期間で除した金額が各会計
期間の収益と対応する費用であると捉えている引当金処理では購入時には資産除去債務の
認識は行わず、各会計期間の決算整理仕訳において期間按分された引当金を繰入れるとい
う処理がなされるのである。 
さらに、そこに割引概念を考慮してもよいと考えられる。すなわち、20×2/3/31 に除去
費用の見積額 150の割引現在価値 130のうち、当該会計期間に帰属する部分 45(＝50/1.052)
を計上し、翌期末に 95(＝50×2/1.05)－45=50 の引当金を計上するといった会計処理も考
えられる。ただ、割引概念を考慮するか否かにかかわらず、引当金処理では毎期その会計
期間に帰属する部分の除去費用が資産除去引当金繰入（仮名）として費用計上されること
にかわりがない。また、資産除去引当金繰入について、除去費用が資産と一体となってい
ると捉えた場合には減価償却費として認識すべきという考え方77もあるが、これについて
は問題があると考えられる。なぜなら、仮に減価償却費として計上してしまえば減価償却
累計額が資産の価額を超過してしまう事態が生じる可能性があり、投資家に誤解を招くお
それがあるためである。具体的に、図表 2－2 の仕訳例で考えてみると、資産購入時から
除去時までの通常の減価償却費の合計額（除去時の減価償却累計額）は 1,200 であるが、
さらに除去時までの資産除去引当金繰入の合計 150（資産除去引当金）も減価償却費とし
てしまうと、除去時における通常の減価償却累計額との合計額が 1,350 となり、資産の帳
簿価額である 1,200 を超過してしまう。さらに、直接法をとってしまうと、資産の帳簿価
額がマイナスとなるため、表示方法にも問題が生じてしまう。 
 
（３）混合利益アプローチに基づく会計処理とその問題点 
資産負債アプローチおよび収益費用アプローチに基づいた場合の会計処理を分析した
が、どちらも当該会計基準で採用されている資産負債両建処理という処理はなされなかっ
た。つまり、資産負債両建処理は資産負債アプローチまたは収益費用アプローチのどちら
か一方に基づいた会計処理では無いと言うことがわかる。では、どのような利益観に基づ
いているかというと、借方側の会計処理は収益費用アプローチに基づき、貸方側の会計処
理は資産負債アプローチに基づくという利益観、すなわち佐藤（2007）の言葉を借りれば
                                                   
77 佐藤（2007）p.31 参照。 
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混合利益アプローチ（混合「属性」アプローチではない）に基づいているといえる。 
具体的に、前述したように当該会計基準は将来の除去費用のオンバランス化が目的であ
るため、貸方側についてはその全額である資産除去債務が計上される必要があり、これを
達成するには資産負債アプローチに基づいた会計処理が必要となる。しかし、資産負債ア
プローチに基づけば、借方は購入時に一括費用計上されてしまい除去費用を期間配分がで
きなくなってしまう。そこで、その問題を解決するために借方側は収益費用アプローチに
基づき、減価償却を通して費用配分ができる資産計上という会計処理が採られたのである
（図表 2－5③参照）。そのため、資産負債アプローチまたは収益費用アプローチに基づく
会計処理の両方の利点を享受することに重点を置いていることがわかる（図表 2－6 参照）。 
ただし、この混合利益アプローチ説は果たして成立するのであろうか。確かに、前述し
たように日本は利益観について資産負債アプローチと収益費用アプローチが両立するとい
うハイブリッドな構造を持っているが、それはあくまで財務諸表レベルの話であり、１つ
の仕訳レベルの話ではないと考えられる。また、仮に仕訳レベルの話であった場合、借方・
貸方ともに異なる利益観に基づいて認識されること自体には問題がないが、そもそもそれ
が理論的に成立するかは疑問である。具体的に、私が感じているその疑問とは資産除去費
用の資産性である。前述した資産負債アプローチに基づく会計処理はいくつかの文献に基
づき資産除去費用が資産の定義を満たしていないという前提で分析を進めたが、私もその
前提は成り立つと考えている。 
そのため、資産除去費用の資産性がないという前提に基づき資産負債両建処理は混合利
益アプローチに基づく会計処理であるという結論を出したが、それでは資産性がない資産
除去費用を資産計上してしまうという問題が発生し、自己矛盾に陥ってしまう。つまり、
混合属性アプローチという考え方自体が成立しないのではないだろうか。一方で、資産除
去費用の資産性を説明できれば、混合利益アプローチの前提が欠け、混合利益アプローチ
という考え方自体が成立しなくなると同時に、資産負債両建処理は借方・貸方ともに資産
負債アプローチに基づく会計処理という結論に至り、認識の側面からは問題のない仕訳と
なると言える。 
よって、資産除去費用の資産性を証明することができれば、資産負債両建処理は資産負
債アプローチに基づく会計処理と言えることから認識の側面で問題は生じないといえるが、
もし資産除去費用の資産性がなければ、資産負債両建処理は混合利益アプローチに基づく
会計処理と言えることから認識の側面で問題が生じるといえる。 
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したがって、資産除去費用の資産性は資産負債両建処理が理論的に成立するか否かとい
う点において大変重要な意味を持つ。そして、この資産除去費用の資産性を分析すること
が本論文の大きな目的である。そこで、次章より資産除去費用の資産性について分析して
ゆく。 
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図表 2-5 各利益観に基づく会計処理の仕訳例 
 
前提条件 
・ 資産 A を 20×1/4/1 に購入し、耐用年数経過後（20×4/3/31）に処分する。 
・ 当該資産の減損および資産除去債務の見積もりの評価替えはなし。 
・ 資産除去債務は取得時にのみ発生する。定額法により減価償却を行っている。  
・ 資産 A の公正価値は 1,200 であり（現金払い）、残存価額は 180、耐用年数 3 年である。 
・ 除去費用の見積額は 150 であり、３年後の実際発生額も同額とする（履行差額は認識
されない）。 
・ 割引率は５％である。引当金処理の場合は割引率を考慮しない。 
 
① 資産負債アプローチに基づく会計処理 
 ※１：150／(1+0.05)3＝129.575・・・≒130 
※２：130×5%= 6.5≒7 
 ※３：（130+7）×5%= 6.85≒7 
 ※４：本来は（130+7+7）×5%= 7.2≒7 で計算するが、残高調整のため 
150－（130+7+7）＝6 で計算している。 
20×1/4/1 (借) 資 産 A 1,200 (貸) 現 金 1,200 
購入時仕訳  除 去 費 用 
（有形固定資産取得損）  
130※１  資 産 除 去 債 務 130 
20×2/3/31 (借) 利 息 費 用 7※２ (貸) 資 産 除 去 債 務 7 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 340 (貸) 減 価償 却累計 額 340 
20×3/3/31 (借) 利 息 費 用 7※３ (貸) 資 産 除 去 債 務 7 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 340 (貸) 減 価償 却累計 額 340 
20×4/3/31 (借) 利 息 費 用 6※４ (貸) 資 産 除 去 債 務 6 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 340 (貸) 減 価償 却累計 額 340 
および (借) 減 価償 却累計 額 1,020 (貸) 資 産 A 1,200 
売却仕訳  現 金 180    
 (借) 資 産 除 去 債 務 150 (貸) 現 金 150 
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② 収益費用アプローチに基づく会計処理 
図表 2－2 の従来の会計処理を参照。 
 
③ 混合アプローチに基づく会計処理（資産負債両建処理） 
※６：（1,330－180）／3= 383.33…≒383 
 ※７：残高調整のため（1,330－180）－（383＋383）＝384 で計算している。 
 
図表 2－6 各利益観に基づく会計処理のまとめ 
  従来の処理 一括費用処理 資産負債両建処理 
利益観 収益費用アプローチ 資産負債アプローチ 混合利益アプローチ 
重視する点 費用収益の対応 資産除去債務の認識 
費用配分及び 
資産除去債務の認識 
費用配分 可能 不可能 可能 
除去費用の全額表示 不可能 可能 可能 
割引計算 できる する する 
問題点 除去費用の全額表示 費用配分 資産除去費用の資産性 
 
 
 
20×1/4/1 (借) 資 産 A 1,330 (貸) 現 金 1,200 
購入時仕訳     資 産 除 去 債 務 130 
20×2/3/31 (借) 利 息 費 用 7 (貸) 資 産 除 去 債 務 7 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 383※６ (貸) 減 価償 却累計 額 383 
20×3/3/31 (借) 利 息 費 用 7 (貸) 資 産 除 去 債 務 7 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 383 (貸) 減 価償 却累計 額 383 
20×4/3/31 (借) 利 息 費 用 6 (貸) 資 産 除 去 債 務 6 
決算整理仕訳 (借) 減 価 償 却 費 384※７ (貸) 減 価償 却累計 額 383 
および (借) 減 価償 却累計 額 1,150 (貸) 資 産 A 1,330 
売却仕訳  現 金 180    
 (借) 資 産 除 去 債 務 150 (貸) 現 金 150 
（注）筆者作成。 
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第３章 資産除去費用の資産性分析 
 
第１節 各国の資産除去費用の捉え方 
 
（１）日本の会計基準における資産除去費用の捉え方 
 はじめに、日本では資産は「過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配して
いる経済的資源78」と定義される。また、この経済的資源を「キャッシュの獲得に貢献す
る便益の源泉をいい・・・」と注書きされている79。つまり、資産としてオンバランスさ
れるにはキャッシュ・インフローを将来的に企業にもたらす必要がある。よって、資産除
去費用をこの資産の定義と照らし合わせると、定義と整合しないことがわかる。なぜなら、
資産除去費用は将来の除去支出を貸方で認識した結果として生じた項目であり、むしろ将
来キャッシュ・アウトフローと結びついているためである80。 
ここで、アスベストを例にあげると、資産の耐久性を向上させたりするアスベスト等の
除去費用については経済的資源となりうるのではないかという指摘があるかもしれない。
しかし、アスベスト等に係る「費用」とアスベスト等に係る「除去費用」とは性質および
発生のタイミングが全く異なる。具体的に、アスベストの吹きつけは資産の建築段階で行
われており、その時点で発生し資産の耐久性を向上させている。そして、そのアスベスト
（の吹きつけ）に係る費用はアスベストの原材料や労務費であり、買い手から見れば購入
代価である。一方、アスベストに係る除去費用は資産の稼働終了後の除去時点において除
去業者のサービスの対価として支払う（発生する）ものであるから、アスベストに係る費
用とは性質も発生のタイミングも異なるのである。 
そして、話を戻すと、基準書では、資産除去費用の資産計上の正当性を主に「当該除去
費用は、有形固定資産の稼動にとって不可欠なものであるため、有形固定資産の取得に関
する付随費用と同様に処理することとした81」と説明している82。つまり、「除去費用と付
随費用の同質性」から説明しているといえる。そのことから、資産除去費用が資産の定義
                                                   
78 ASBJ（2006）「討議資料 概念フレームワーク」の資産の定義より引用。 
79 同上注記(2)参照。 
80 赤塚(2010)p.104 引用。また、佐藤(2007)p.31 など参照。 
81 ASBJ（2008）「資産除去債務に関する会計基準」第 42 項より引用。 
82 同上「資産除去債務に関する会計基準」第 41 項参照。このほかに、「投資について回収すべ
き額を引き上げる」「資産効率の観点からも有用と考えられる情報を提供するもの」という点
もあげられている。しかし、これらは除去費用の資産性を説明したものとは言い難い。  
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と合致するか否かについての直接的な説明は避け、取得原価に含めるという説明により、
資産負債両建処理は適切な処理であるという事を主張していることがわかる。 
なお、これ以外に、当該除去費用の資産計上額が有形固定資産の稼動等にとって必要な
除去サービスの享受等に関する何らかの権利に相当するという考え方（無形資産計上）や、
将来提供される除去サービスの前払い（長期前払費用）としての性格を有するという考え
方から、資産除去債務に関連する有形固定資産とは区別して把握し、別の資産として計上
する方法も考えられた。しかし、当該除去費用は、法律上の権利ではなく財産的価値もな
いこと、また、独立して収益獲得に貢献するものではないことから、これらの方法は採用
されていない（42 項）。この説明に関して、資産除去費用と将来キャッシュ・インフロー
に直接の因果関係を見出すことは困難であり、そもそも資産除去費用単独では資産として
の本質を欠くという考え方が背景にある83と言える。 
 ところが、資産除去費用の資産性の論拠として「除去費用と付随費用の同質性」をあげ
るのには問題があると言える。具体的に、従来では、除去費用は付随費用には含まれてこ
なかった84。それは、連続意見書では、買入手数料、運送費、荷役費、据付費、試運転費
等があげられているが、そこでは除去費用はあげられておらず、また、前述した取得原価
に除去費用を含めずに減価償却計算を調整する例外処理が定められているのみであること
からわかる。さらに、従来から除去費用が資産と関連があるものであるという考え方は存
在していた85が、取得原価への算入はせずあえて例外処理を定めたという点で、除去費用
と付随費用は同質ではないと考えていたといえる。 
したがって、従来から除去費用は不可避的に発生する費用という考え方はあったにもか
かわらず、従来と現行の会計処理について除去費用の認識方法は異なる。それにもかかわ
らず、基準書ではその点を触れずに、除去費用と付随費用の同質性から説明している。こ
の点について、前述したように、当該会計基準は海外基準とのコンバージェンスを契機に
成立したので、海外の当該基準の考え方も背景にあると考えられる。よって、以下で米国
会計基準および国際会計基準における資産除去費用の資産性の説明を述べる。 
 
                                                   
83 赤塚（2010）p.105 引用。 
84 大蔵省企業会計審議会（1960）「企業会計原則と関係所法令との調整に関する連続意見書第
三」第一・四・１参照。また、番場（1963）参照。 
85 太田（1954）p.152 参照。そこには、「取壊費用は除去に関して当然発生する費用である。」
と述べられている。また、例外処理も認められていたという事実からも、除去費用を不可避の
費用とみるという考え方はあったものと考えられる。 
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（２）米国会計基準における資産除去費用の捉え方 
はじめに、米国会計基準（SFAS第143号）では、SFAC第5号「営利企業の財務諸表にお
ける認識および測定」において取得原価（historical cost）を「当該資産を取得するために
支払った（paid to acquire an asset）現金または現金同等額」としている（para.67a）。
そして、資産除去債務に関する会計基準においては、資産除去債務の当初認識にあたり、
関連の固定資産の取得原価を増加させることによって資産除去費用を資産化すること、つ
まり、資産負債両建処理を要求している。その資産化の論拠として、「資産除去費用は固定
資産の稼働に必須であり(integral to)、かつその前提 (prerequisite for) であり、・・・」
と除去費用と付随費用の同質性をあげている（para.B42）。 
ここで、強調される点は取得原価とする金額を支出の有無に基づいて理解しようとして
いるのではないという点であり、当該資産を取得したり、使用目的通り正常に操業して行
くことに注目し、資産の除却はその過程で義務を生み、当該資産から将来キャッシュ・フ
ローを獲得するためには回避できないことを考慮しようとしていると考えられる86。つま
り、除去費用は資産の稼働において回避できない費用であるため、資産除去費用は固定資
産の稼働に必須であると考えているのである。後述するが、この考え方は日本も踏襲して
いると言える。したがって、米国会計基準では、資産除去債務の負担を資産の取引に付随
する取引と見なし、資産除去費用を当該資産の取得にかかる付随費用の一種と捉え、取得
資産の簿価への算入を適切な会計処理と結論づけている87。 
ただし、この結論は資産除去費用を購入時に一括費用処理したり、別個に識別可能な無
形資産として認識できなかったため、導かれたものであり、消極的な理由に基づく結論で
あるという点に留意が必要である88。具体的に、一括費用処理を採用しない理由について
は、「取得時に原価が発生するのか、それともその資産の耐用年数にわたって比例的に発生
するのかは、その基本的な性質と資産へのそのかかわり（上述の付随費用との同質性）を
変えるものではないことから、全ての資産除去費用を資産化すべきである」と説明した。
そして、資産が便益を提供すると期待される期間にわたって、その原価を費用配分すべき
という要請を資産化の規定に結びつけることを決定した（para.B46。括弧書きは筆者記述）。
この基準書の説明の背景には、除去作業は資産使用終了を要件として着手されることから、
                                                   
86 大塚（2002）p.58 引用。 
87 赤塚（2010）p.102 参照。 
88 西谷（2001b）p.9 参照。また、同上同頁参照。 
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使用開始時点や使用期間中に除去費用の全額を費用認識することは不自然であるという考
え方があると言える89。また、費用配分も重視していることが読み取れる。 
そして、無形資産としての認識の否認については「ある種の状況においては、資産除去
費用のための負債が発生する時には、固定資産を稼働する権利のような無形資産が取得さ
れるかもしれないが、無形資産は固定資産とは別個ではなく、建設許可とか立地許可のよ
うな類似の無形資産は、一般に取得または建設された固定資産の歴史的原価に算入されて
おり、さらに、資産除去費用を発生させる契約と引き換えの無形資産の取得は、あらゆる
場合におきることでもない」と説明している（para43B）。しかし、これについても背景に
は資産除去費用が「過去の取引または事象の結果として、ある特定の実体により取得また
は支配されている、発生可能性の高い将来の経済的便益」という資産の定義90に当てはま
らないことがある。すなわち、資産除去費用を「将来受領予定のサービス」と捉えたとし
ても、それは未だ契約もされておらず、もちろん対価支払いさえ行われていないゆえの、
取得も支配もされていない将来の経済的便益であるため、資産の定義を満たさない91ので
ある。 
よって、資産除去債務の認識を受けて資産除去費用を認識したものの、それは費用とし
ても無形資産としても会計処理しえないという消極的な理由に基づいていると言える。そ
の結果、資産除去費用と付随費用の同質性を論拠としたのである。 
 
（３）国際会計基準における資産除去費用の捉え方 
  はじめに、IASBではIAS第37号において、資産除去債務についての定めはあるものの、
そこでは借方側の会計処理について触れられておらず、日本や米国のように独立した当該
会計基準に相当する会計基準がない。ただし、有形固定資産の取得原価に資産除去費用に
対応する費用が含められている。これについて、IAS第16号では取得原価の構成要素とし
て(a)値引や割戻額控除後の購入代価と（b）直接付随費用のほか、（c）当該資産の解体及
び除去費用、ならびに敷地の原状回復費用、取得時または特定の期間に棚卸資産を生産す
る以外の目的で当該有形固定資産項目を使用した結果生ずる債務の当初見積額、と規定さ
れている(para.BC13－BC16)。より、厳密に言えば、資産除去費用は購入代価や直接付随
                                                   
89 西谷（2001b）p.11 参照。 
90 SFAC 第 6 号 para.25 参照。 
91 西谷（2001b）p.11 参照。また、同左において、この点に関して米国の当該会計基準の公開
草案においても認めていると述べられている。 
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費用とは独立した構成要素となっているが、以前（2003年改訂前IAS第16号）は、資産除
去費用も直接付随費用に分類されていたこともあり、FAS第143号および日本の基準と同
様に、資産除去費用を付随費用の一種と解しても良いと考えられる92。この規定から、資
産除去費用は（d）に該当することとなり、資産計上（取得原価算入）が要求されている。 
 
（４）各国の資産除去費用の捉え方のまとめ 
以上より、各国ともに資産除去債務の会計処理について資産負債両建処理が採られてい
て、資産除去費用の資産性を付随費用との同質性（付随費用の一種との考え）から説明し
ていることがわかる。特に、日本の場合には FASB の考え方をそのまま踏襲したようにも
感じ取れる。そのため、日本が特別な理論によって、資産除去費用の資産性を説明してい
るわけではないといえる。ただし、前述したように資産除去費用を資産計上するのは消極
的な理由からであり、本当に資産除去費用が資産の性質を持っているかは疑わしい。また、
従来から除去費用は不可避的に発生する費用であると考えているうえで、付随費用には含
めないという考え方があったにも関わらず、当該会計基準ではその不可避性を論拠に付随
費用との同質性を説明しているという問題点も解明されていない。したがって、次に基準
書で述べられている、除去費用と付随費用の同質性を分析し、それが妥当であるかを検証
するとともに、その問題点も解明する。 
 
第２節 除去費用と付随費用の同質性の分析 
 
（１）付随費用の定義 
 最初に、前述したように日本の基準書では資産除去費用の資産性について、各国の基準
書と同様に除去費用と付随費用の同質性から説明している。ただ、基準書では付随費用に
ついての説明が全くされておらず、どのように付随費用を捉えているのかを明確に把握す
ることができない。そこで、まず付随費用の定義を把握する必要があるが、いくつかの著
名な会計用語辞典等に基づいて、付随費用の定義を調べたところ、それは大きく２つの要
素の両方を満たす費用であると考えられる。その２つとは「資産の稼動を可能にする」と
                                                   
92 赤塚（2010）p.103 参照。また、そこでは IAS 第 16 号 para.17 で例示列挙されている直接
付随費用の例示もあげられている。①有形固定資産項目の建設または取得により直接生じる従
業員給付費用②整地費用③搬入及び取扱費用④据付および組立費用⑤試運転費用⑥専門家報
酬である。 
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いう要素と「資産の稼動前に支出する93」という要素であり94、基準書でもそれと同様に
捉えていると考えられる。 
そして、基準書では除去費用と付随費用の同質性について「有形固定資産の稼動にとっ
て不可欠性」から説明しているため、付随費用の「資産の稼動を可能にする」という要素
を主張していると考えられる。一方の「資産の稼動前に支出する」という要素の説明は基
準書には述べられていないが「測定対価という観点から、付随費用としての性質を持って
いるとして、有形固定資産の取得原価に算入するという会計処理を合理化しているようで
ある95」ことから、その考え方を援用した擬制的支出という概念から間接的に説明してい
ると考えられなくもない。すなわち、測定対価の観点から、資産除去債務を計上すると同
時に資産除去費用を計上するということは、ある意味で資産の稼動前に擬制的支出を行っ
たと捉えられるのと考えられる。したがって、基準書では直接は述べられていないが、擬
制的支出という考え方から、「資産の稼動前に支出する」という要素を説明しているとも
考えられる。 
 よって、以上を整理すると、付随費用の定義は「資産を稼動可能な状態にする」と「資
産の稼動開始前に支出する」の両者の要素を満たした費用である。そして、基準書では、
除去費用の付随費用との同質性について、直接的に「資産を稼動可能な状態にする」を「資
産の稼動にとっての不可欠性」から説明し、間接的に「資産の稼動開始前に支出する」を
「資産稼動前の擬制的支出」から説明していると考えられる。 
 最後に、上述したように付随費用は２つの要素を持つ費用であると言えるが、各要素の
関係を通常の時間軸で考えてみると、「資産の稼動開始前に支出」が「資産を稼動可能な
状態にする費用」の前提になっていると考えられる。なぜならば、ある事象によって結果
が生じると結論付けるには、その事象の結果に対する時間的先行が前提にあることが必要
であるためである。つまり、資産を稼動可能な状態にするという結果を生み出すには、そ
もそも資産の稼動前に支出が行われていなければならないということである。おそらく、
これは「資産を稼動可能な状態にする費用」という要素が付随費用の定義に付された要因
の 1 つだと考えられる。そして、前述した付随費用の同質性の２つの概念を当てはめてみ
                                                   
93 支払いが資産稼動後に行われる場合（割賦購入や建設利息など）については、太田（1951）
pp.80－97 参照。他に、津曲直躬（1952）pp.411－412 参照。 
94 主な単語として「付随費用」「取得原価」「購入原価」「固定資産」「固定資産原価」などで調
べた。 
95 佐藤（2007）p.31 引用。詳細については後述する。 
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ると、「資産の稼動にとっての不可欠性」の前提には「資産稼動前の擬制的支出」がある
といえる（図表 3－1 参照）。 
したがって、以下の節で、基準書が説明している「除去費用と付随費用の同質性」につ
いて分析するが、順序としては通常の時間軸を考慮して、「資産稼動前の擬制的支出」か
ら分析してゆくことにする。 
 
（２）資産稼動前の擬制的支出 
はじめに、前述したように従来の我が国では、除去費用は付随費用として扱われず、取
得原価に算入されてこなかった。これは、有形固定資産の取得原価の構成要素とされる項
目は有形固定資産の取得に関連するコストのうち、実際に支出したコスト（すでに支出し
たコスト）に限られていたためである96。つまり、除去費用は実際に支払われていない見
積値なので実際の支出額で測定される取得原価に含めるべきではないと考えられたため、
取得原価に含められてこなかったのである。よって、除去費用は付随費用と「支払のタイ
ミング」が異なるために取得原価に含められてこなかったと言える。 
しかし、資産負債両建処理は「有形固定資産の取得に付随して生じる除去費用の未払い
の債務を負債として計上するものであり、同時に、対応する除去費用を当該有形固定資産
の取得原価に含めることで、当該資産への投資について回収すべき額を引き上げることを
意味する97」と論点整理で説明しており、基準書の除去費用と付随費用との同質性という
より資産除去費用の測定対価としての側面を強調して、取得原価の算入を説明している。
つまり、資産除去費用は資産除去債務という将来キャッシュ・アウトフローの割引価値を
負債計上した結果として認識されたので、資産除去費用の計上額は資産の取得時における
「ある意味の支出額」ということとなり、計上された資産除去費用の測定額は、測定対価
としての取得原価という性質を持つと説明していると考えられる98。 
そして、私は「ある意味の支出額」という点を除去費用に係る擬制的支出と解釈できる
のではないかと考えているのである。この解釈について、基準書では、資産除去費用を将
来提供されるサービスの前払いとしての性格を有する勘定と捉え、長期前払費用の計上に
ついても検討されたが、この考え方も擬制的支出の概念に基づいていると考えられる。す
なわち、資産除去債務を認識することにより、ある意味で将来提供されるサービスに対す
                                                   
96 政岡（2008）p.143 参照。 
97 ASBJ（2007）「資産除去債務に関する論点の整理」第 21 項参照。 
98 佐藤（2007）p.31 引用。詳細については後述する。 
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る擬制的な支出が行われたと捉えたと考えられる。 
よって、資産除去費用の「測定対価という観点」から擬制的支出という概念を説明でき
ると考えられ、資産購入時に資産除去債務が認識されると同時に資産除去費用が認識され
るため、「資産稼働前の擬制的支出」という考え方が成立すると言える。ただし、この概
念には問題がある。具体的に、「資産稼働前の擬制的支出」という概念はあくまで「測定
対価」という観点に基づいているため、認識の側面というより測定の側面の方が強く、当
該概念を資産除去費用の資産認識の論拠にできるかが疑問である。よって、「資産稼働前
の擬制的支出」には資産除去費用の認識の側面で援用できない可能性があるという問題点
がある。 
最後に、この「資産稼動前の擬制的支出」が付随費用の要素の１つである「稼動前に支
出」の論拠となるかについて時間軸を中心にして述べる。まず通常の時間軸で考えてみる
と、除去費用は単に資産の除去時点に支出される費用と捉えることができる。そのため、
除去費用と「資産の稼動」の関係で見れば、除去費用の「資産の稼動」に対する時間的先
行は説明できない（図表 3－2 参照）。そのため、「稼動前に支出」と整合しておらず、
付随費用とは言えない。一方、実質的な時間軸を重視し、「資産稼動前の擬制的支出」と
いう概念で考えてみると、将来時点の除去費用を資産の稼動開始前の時点まで割戻し、資
産稼動前に支出したものとみなすことにより、除去費用の時間的先行を説明することがで
きる（図表 3－3 参照）。その結果、除去費用の「資産稼動前の擬制的支出」が付随費用
の要素の１つである「稼動前に支出」の論拠とすることができるといえる。よって、除去
費用の「資産稼動前の擬制的支出」という考え方を援用することによって付随費用との「支
払のタイミング」のズレを克服することができる。ただし、「資産稼働前の擬制的支出」
は測定の側面が強いため、資産除去費用の認識の側面で援用できるかは疑問である。 
以上より、有形固定資産の取得原価に対する考え方が従来の「取得に関連して過去に支
出したコスト」から「取得に関連して過去に支出したコストおよび将来支出されるコスト
の合計」へと変化していることが見て取れる99。よって、当該会計基準（資産除去債務に
関する会計処理）は従来の取得原価概念の変容をもたらしていると言える。基準書ではそ
の点に触れていなかったために、除去費用と付随費用の同質性の説明をより詳細に述べる
べきであるといえる。 
 
                                                   
99 政岡（2008）p.143 引用。 
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（３）資産の稼動にとっての不可欠性 
 最初に、「資産の稼動にとっての不可欠性」について説明する。この概念は、前述した
ように、基準書において「当該除去費用は、有形固定資産の稼動にとって不可欠なもので
ある」という文章で述べられている。しかし、この概念の正当性については、基準書では
直接的に述べられていない。そこで、この「不可欠」という言葉の意味を考える。  
この「不可欠」という意味は広辞苑において「欠くことのできないもの」と定義されて
いる。よって、基準書では、なにをもって「不可欠」を捉えているかを分析する必要があ
る。それを分析するため、逆に「不可欠」でない費用として、資産の使用期間中に発生す
る環境修復費用や修繕費用をあげる。具体的に、基準書に基づくと、当該費用は「修繕引
当金は、収益との対応を図るために当期の負担に属する金額を計上するための貸方項目で
あり、債務ではない引当金とされている場合が多い」という点と「操業停止や対象設備の
廃棄をした場合には不要になる」という点から、当該費用の支払義務は資産除去債務と異
質であり、当該会計基準の適用外としたと説明されている。これは、「不可避」でない費
用の支払義務は負債性がないため、資産除去債務とは異質ということを指すと同時に基準
書では「不可避」でない費用は「不可欠」の費用ではないという考え方を持っているとい
うこともわかる。このことから、基準書ではある費用の「不可欠性」の説明をする際に、
その費用の「不可避性」を論拠にしていることがわかる。そして、資産除去費用は資産除
去債務という不可避の債務の認識の結果として認識されたものであり、資産除去費用の「不
可欠性」を「不可避性」を論拠にしていることがわかる。 
したがって、基準書における除去費用と付随費用の同質性の説明をまとめる。まず、資
産除去債務はその不可避性から負債として認識される。そして、その資産除去債務が認識
されたために「測定対価という観点」を援用することでき「資産稼動前の擬制的支出」と
いう概念が成立する。その概念を論拠に付随費用との「支払のタイミング」のズレを克服
することができ、付随費用の１つ目の「資産の稼動開始前に支出する」という要素を間接
的に説明している。さらに、資産除去債務の「不可避性」に基づき、資産除去費用の「不
可欠性」も説明しており、これが「資産を稼動可能な状態にする」という２つ目の付随費
用の要素の論拠としている（図表 3－4 参照）。 
しかし、前述したように従来から除去費用は不可避の費用と考えられてきたにもかかわ
らず、付随費用とされてこなかったため、「不可避性」に基づく「不可欠性」の説明では
不十分であると考えられる。よって、次節において、これをより詳しく分析してゆく。 
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図表 3－1 除去費用と付随費用の同質性の理論構造 
 
 
図表 3－2 通常の時間軸 
 
 
図表 3－3 実質的な時間軸 
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図表 3－4 除去費用と付随費用の同質性に係る概念の整理 
 
 
第３節 除去費用の資産稼働に対する不可欠性 
 
（１）直接的付随費用と間接的付随費用 
はじめに、前節の「不可避性」という概念を踏まえ、支出のタイミングおよび資産の稼
働に対して直接的もしくは間接的かという観点を加え、付随費用を整理すると図表 3－5
のようになる。例示については、連続意見書に挙がっているものを挙げたが、資産の稼働
に対して直接的もしくは間接的かという観点については以下で説明する。 
まず、直接的な付随費用（以下、「直接的付随費用」とする）とは、資産を物理的に稼
動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
に必要な費用であり、例えば据付費用などが挙げられる。仮に、
当該費用がなければ、資産が物理的に機能しないというようなものである。そのため、当
該費用は資産の稼働にとって不可避的に発生するものであると言える。一方、間接的な付
随費用（以下、「間接的付随費用」とする）とは、物理的に資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費用ではないが、資産を購入（稼働）した
・ ・
ため
・ ・
に契約または法律に基づいて支払わなく
てはならない費用である100。例として、買入手数料を挙げる。具体的に、この費用を支払
                                                   
100 長束（2007）p.163 参照および西谷（2001b）p.8 参照。資産を稼働「するため」に必要と
いう考え方は前者、資産を稼働「したため」に必要という考え方は後者に述べられている。  
負債性の正当性 
不可避性 
測定対価の観点 
将来の除去費用
将来の除去費用 
負債計上 不明確 
   ↓ 
次節において
分析 
支払のタイミン
グのズレを克服 
資産稼動前の擬制的支出
資産稼動前の擬制的支出 
ただし、「測定」
の側面が強いた
め、「認識」の側
面でそれを援用
できるかは疑問。 
資産の稼動にとっての不可欠性 
稼働前に支出する 資産を稼動可能にする 
 
付随費用 
（注）筆者作成。 
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わなくても資産の物理的な稼動自体はできるため、この費用は直接的に稼動可能にすると
は言えないが、購入時にこの費用の支払いを拒んだとしても、結局、いつかは法的に支払
いが強制されるため、当該費用は据付費用と同様に資産の稼働にとって不可避的に発生す
るものであると言える。よって、これらの直接的または間接的な従来付随費用と定義され
ていた費用は資産の購入に際して不可避的に発生する費用であるということがわかる。 
また、従来の付随費用の認識は資産の稼動開始前に支払ったか否かというより、役務の
提供を受けたかどうかを重視していたと考えられる。例えば、未払いの付随費用を考える
と、当該費用は「資産の稼動開始前に支出する」という（本来の）付随費用の要件は満た
していないが、通常の付随費用と同様に資産認識される。これは、資産の稼働前の支出の
有無にかかわらず、役務提供を受けているという事実は変わらないという点を重視したた
めと考えられる。すなわち、付随費用に係る「支出」ではなく「発生」を重視していたた
めと考えられる。そして、付随費用の要件を「資産の稼動開始前に支出する」としたのは、
未払いの付随費用は想定せずに、通常資産の稼働前までに付随費用が支払われるという前
提を置いていたためと考えられる。よって、これらのことから、付随費用のという要件は
「資産の稼動開始前に『発生』する」という表現の方が適切かもしれない。 
次に、除去費用はどのような性質を持っているかを分析する。除去費用はそもそも資産
の稼働終了後に発生する費用であるため、物理的に資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費
用ではなく、直接的付随費用とは言えない。ただ、除去費用は「有形固定資産の除去に関
して、法令または契約で要求される法律上の義務およびそれに準ずるもの101」を支払わな
くてはならない費用であり、また資産を稼働させた結果として将来的に除去作業が必要と
なることから、資産を購入（稼働）した
・ ・
ため
・ ・
に法律に基づいて支払わなくてはならない費
用といえ、間接的付随費用と似た性質を持っていると考えられる。しかし、両者には「発
生のタイミング」のズレがあり、同質とは言えない。よって、次にこの「発生のタイミン
グ」について述べる。  
 
（２）除去費用の性質 
はじめに、除去費用と従来の付随費用（のうちの間接的付随費用）との同質性を説明す
る際に、「資産稼動前の擬制的支出」という概念を用いて、両者の「支出」のタイミング
のズレの解決を図っても、「発生」のタイミングのズレというのは解決できない。それは、
                                                   
101 ASBJ（2008）「資産除去債務に関する会計基準」第 3 項より引用。 
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擬制的支出概念ではあくまで「支出」のタイミングを擬制的
・ ・ ・
に調整しているだけで、費用
の本質的な「発生」のタイミングまでは調整することができないためである。そのため、
当該概念は発生のタイミングという本質的な問題を説明することができない以上、資産除
去費用の資産認識の論拠となり得ないということがわかる。それは、そもそも当該概念が
認識よりも測定の側面が強いと言うことに起因すると言える。そして、次にこの発生のタ
イミングのズレが原因で除去費用と間接的付随費用との間に具体的な相違が生じているの
であるが、以下でその相違点を述べる。 
まず、間接的付随費用の場合として買入手数料を考えるが、当該費用の支払が滞ると尐
なくとも購入時に近い時点までは猶予される可能性があるが、その支払いが免除される等
の特別な事情が無い限り、長期間に渡ってそれが猶予されるという可能性はないと言える。
特に、資産の除去時まで猶予されるというのは考えにくく、最低でも資産の稼働中には支
払わなくてはならないと考えられる。それでも、支払を拒むと法的制裁を受け、資産の稼
働自体できなくなるおそれがある。よって、買入手数料は最低でも資産の使用期間中には
その支払いをしなければ、資産の稼働を停止せざるを得なくなる状態になるといえる。そ
して、これは間接的付随費用が資産の購入時点において発生しているためといえる。 
一方、除去費用の場合、特別な契約がなかったり、異常な外部影響による資産の使用期
間中における除去等が行われない限り、支払いは資産の稼働停止後の除去時に支払われる
ため、購入時点から長期間に渡って支払義務を果たさなかったとしても、何の罰則規定も
なく、資産の稼働自体に何ら影響を及ぼさない。これは除去費用が資産の購入時点ではな
く資産の除去時に発生しているためといえる。つまり、除去費用に関しては将来の支払義
務の有無にかかわらず、資産の使用期間中に稼働停止をせざるを得なくなる状態になると
いうことは無い。よって、間接的付随費用は資産の購入時点から稼働時点または使用期間
中にその代金を支払わなくては資産の稼働ができなくなるが、除去費用は資産の除去時ま
でその代金を支払わなくも資産の稼働ができる。そして、除去費用は資産を稼働したため
に発生する費用であるため、資産とは関係する費用ではあるが、資産の稼働停止後に発生
する費用であるため、資産の「稼働自体」には関係しないということがわかる。すなわち、
資産の稼働の結果将来的に生じるものの、単に除去業者の役務提供の対価の支払いという
性質しか持っていない費用なのである。 
これらのことから、間接的付随費用は資産を購入した
・ ・
ため
・ ・
に発生するという性質を持っ
ていると同時に、資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
には必要という直接的付随費用が持つ
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性質も合わせ持っていると言える。つまり、間接的付随費用は資産を購入した
・ ・
ため
・ ・
に発生
するが、その発生は資産稼働前までであるため、資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
費用と
もいえる。一方の除去費用は資産を稼働（購入）した
・ ・
ため
・ ・
に発生するという性質はもって
いるものの、その発生は資産稼働後であるから資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
には必要
という性質は持ち合わせていないと言える（図表 3－6 参照）。さらに、概念的に資産の
稼働にとって「不可避」の費用というのは資産を稼働（購入）した
・ ・
ため
・ ・
に発生するという
性質と強く結びつき、「不可欠」の費用というのは資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
に必
要という性質と強く結びつくと考えられる。よって、前節で述べたことも踏まえると、付
随費用は資産の稼働にとって「不可避」かつ「不可欠」な費用であるといえるが、一方の
除去費用は資産の稼働にとって「不可避」の費用であるが、資産の稼働にとって「不可欠」
の費用であるとは言えない。したがって、除去費用は資産を稼働した
・ ・
ため
・ ・
に不可避的に将
来生じるが、当該費用は稼働停止後に発生する費用であり、単に除去業者の役務提供の対
価の支払いという性質しか持っておらず、資産の稼働自体には何ら影響をもたらさないた
め、資産の稼働にとって不可欠性な費用とは言えないのである。そのため、「不可避性」
が必ずしも「不可欠性」と結びつくとは限らないということがわかる。よって、以上を踏
まえ、次に基準書の説明について考察する。 
 
（３）付随費用と除去費用の性質の異同点 
はじめに、除去費用は資産の稼働にとって「不可避」の費用であるが、必ずしも資産の
稼働にとって「不可欠」の費用であるとはいえないと結論づけた。このような性質を持つ
のは、発生のタイミングが付随費用とは異なるためである。しかし、だからといって除去
費用が付随費用とは全く異なる性質の費用と言うこともできない。なぜなら、前述してき
た費用の性質の観点からは、除去費用と付随費用の主な相違点は発生のタイミングでそれ
以外は似た性質を持っているためである。よって、発生のタイミングを重視しなければ、
除去費用と付随費用の同質性を説明できると考えられる。そのため、付随費用の定義の側
面から当該同質性を述べる。 
まず、前述したように、付随費用の「資産の稼動開始前に支出する」という要件に関し
ては、支出よりも発生を重視しているため「資産の稼動開始前に発生する」と考える方が
適切である。そのため、発生のタイミングを重視しなければ、この付随費用の要件を無視
することができる。よって、除去費用が「資産の稼働にとっての不可欠性」を満たせば、
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付随費用の「資産を稼動可能な状態にする」というもう１つの要件を説明でき、両者の同
質性を証明できるわけである。そこで、除去費用の「資産の稼働にとっての不可欠性」を
考えると、本来、除去費用は除去時点で発生するが、これを資産稼働時に発生したものと
見なせば、資産の稼働に結びつけることができ、除去業者の役務提供の対価の支払いとい
う性質だけでなく、資産を稼働可能にするという性質も持つことになる。すなわち、未払
いの間接的付随費用と全く同じ性質を持つこととなり（図表 3－6 参照）、資産の稼働に
とっての不可欠性があると言え、付随費用の「資産を稼動可能な状態にする」という要件
を説明できる。 
したがって、発生のタイミングを重視しなければ、除去費用は付随費用との同質性はあ
るといえ、それを重視すれば、当該同質性には問題があり、資産除去費用の資産性は認め
られない。そして、基準書は発生のタイミングを重視せずに除去費用と付随費用の同質性
を説明していると言えるが（図表 3－7）、それは、従来の発生のタイミングを重視してき
た付随費用概念、強いては取得原価概念に変容をもたらしたと言える。 
以上のように、除去費用と付随費用との同質性という観点から資産除去費用の資産性に
ついて分析してきた結果、発生のタイミングの重要度によって、当該同質性の判断が異な
るという結論に至った。しかし、発生のタイミングの重要度によって、判断が異なるとい
うのには問題があるといえ、また、発生のタイミングを重視しないということ自体にも問
題があると言える。そして、この問題が生じた原因は資産負債両建処理が消極的な理由か
ら採用されたことにより、具体的な性質を持たない資産除去費用を付随費用にむりやり結
びつけたためと考えられる。よって、資産負債両建処理の問題点を解決するような、資産
除去費用を付随費用とは捉えず、かつ発生のタイミングも重視した新たな会計処理を検討
する。 
図表3－5 付随費用の性質 
回避可能性 支出（発生）のタイミング 費用形態 例示 
回避 
できない 
購入日から稼働開始時 直接的 
据付費用 
試運転費用 
購入時 
間接的 
買入手数料 
固定資産税 
除去時 
（払わなくても資産稼働） 
除去費用 
回避できる 使用期間中 
環境修復費 
直接的 修繕費 
 
従
来
の
付
随
費
用 
（注）筆者作成。また、「環境修繕費」は資産の使用期間において発生した費用であり、
資産除去債務として計上される将来発生する環境修復費（建物の取壊しに伴う土壌
汚染修復費など）は「除去費用」に含めている。 
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図表 3－6 除去費用と付随費用の発生時点の相違 
 
図表 3－7 除去費用と付随費用の同質性に係る概念の整理 
 
 
資産の稼動にとっての不可欠性 
付随費用 
将来の除去費用 
①稼動前に発生する 
②資産を稼動可能にする 
資産稼動前の擬制的支出 
発生のタイミング 
重視する 重視しない 
別の性質 
認識の側面で
それを援用で
きるか疑問。 
 
発生のタイミン
グを重視してい
ないため、付随
費用の①の要件
を説明する必要
がない 
 
購
入
時
稼
働
中
稼
動
停
止
除
去
時
稼
動
開
始
資産の稼動 
停止後に発生
資産の稼動後
に支出 
通
常
の 
付
随
費
用
（ 注 ） 筆 者 作
資産稼働時までに発生 
除
去
費
用
未
払
い
の 
付
随
費
用 
資産を購入（稼働）したための費用 
資産を稼働するための費用 
間接的付随費用（買入手数料等） 
発生のタイミングのズレ 
不可欠性 
不可避性 
（注）筆者作成。付随費用の要件の１つである「稼働前の支出」は「稼働前の発生」と
した方が適切である。これは、未払いの付随費用も通常の付随費用と同様に処理さ
れるため。また、発生のタイミングを重視しない方が基準書の説明である。 
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第４節 評価・換算差額等処理による問題の解決 
 
（１）各会計処理の問題点のまとめと新たな会計処理 
 はじめに、新たな会計処理を述べる前に、前述してきた各会計処理の特徴を整理する。
まず、引当金処理は費用配分が可能であるが、将来の除去費用の全額を認識することがで
きない。これは、当該会計基準の成立の趣旨である環境負債の全額オンバランス化という
ことに反しているという点で問題である。次に、無形資産処理（および長期前払費用処理）
は引当金処理と同様に費用配分はできるが、当該除去費用は、法律上の権利ではなく財産
的価値もないこと、また、独立して収益獲得に貢献するものではないことから、資産性が
認められず認識に問題がある。さらに、一括費用処理では費用配分ができず、また、未だ
発生していない費用を「購入時」に全額「費用」認識しているという問題がある。その結
果、消去法的に資産負債両建処理が採用されたが、当該処理は費用配分はできるものの、
資産除去費用の資産性（付随費用との同質性）を説明するには発生のタイミングを無視（軽
視）する必要があるが、発生のタイミングを無視すること自体問題がある。 
つまり、これらの会計処理のうちどの会計処理にせよ、問題点はあるわけである。そし
て、その問題点が生じた原因は、本来具体的な性質を持たない資産除去費用にむりやり意
味を持たせようとしたためと私は考えた。そこで、これらの問題点を解決する会計処理と
して、資産除去債務と同額の「純資産の減額勘定」を認識する処理を検討した。この処理
では、資産除去債務の全額が認識されることから、引当金処理の問題点も同時に克服でき
る。さらに、一括費用処理の問題点である未だ発生していない費用を購入時に全額費用認
識するという点も克服できる。そして、資産除去費用の認識についても、資産除去費用の
性質を資産もしくは費用と捉えるのではなく、単なる「純資産の減額勘定」と捉えること
により、資産負債両建処理や無形資産計上の資産性という問題点も克服できる。よって、
この考え方の具体的な説明は次に述べる。 
 
（２）評価・換算差額等処理について 
 はじめに、「純資産の減額勘定」の認識の考え方を述べる。まず、貸方に資産除去債務
が認識されれば当然負債が増加する。一方、借方もそれに伴い資産除去費用が認識される
が、資産除去費用は単に「資産除去債務だけ
・ ・
が新たに認識されたことを示す勘定項目」で
あると捉える。そのため、資産除去費用は資産や費用としての性質を持つものではないと
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いえる。さらに、資産除去債務を認識すれば、貸借対照表を貸借一致させるために負債も
しくは純資産を減尐させることとなる。そこで、どちらを減尐させるかということを考え
る必要がある。まず、負債を考えると、資産除去債務が増加したからといって、その他の
負債が免除されたり、消滅したりするわけではないことから負債が減尐するとは言えない。
一方、純資産を考えると、純資産は「資産と負債の差額」と定義されていることから、純
資産自体には具体的な意味づけはされていない計算上の金額と考えられる。そのため、資
産除去債務を認識し、負債の金額が増加しても資産の金額は一定であるから、結果として
その分だけ純資産が減尐すると言える。 
したがって、資産除去費用は「資産取壊債務だけが新たに認識されたことを示す勘定項
目」という性質をもつ「純資産の減額勘定」と捉えることができる。さらに、純資産の減
額勘定と言っても、純資産には株主資本、評価・換算差額等、新株予約権があり102、どの
項目の減額する勘定もしくはどの項目に区分されるかが問題となる。 
まず、資産除去費用は将来の株主に帰属するわけではないし、新株予約権者との直接的
な取引でもないことから、新株予約権の「報告主体の所有者である株主とは異なる新株予
約権者との直接的な取引によるもの103」という定義には合致しないため、新株予約権を減
額するという性質は持っていない。さらに、株主資本については、「純資産のうち、報告
主体の所有者との直接的な取引によって発生した部分、及び投資のリスクから解放された
部分のうち、報告主体の所有者に割り当てられた部分104」と定義されているが、資産除去
費用は報告主体の所有者との直接的な取引によって発生した部分ではないが、報告主体の
所有者に割り当てられた部分と考えられるため、投資のリスクから解放された部分か否か
が問題となる。資産除去費用を「資産除去債務だけが新たに認識されたことを示す勘定項
目」と捉えているため、投資のリスクからの解放も資産除去債務と紐付きになっていると
考えられる。すなわち、資産除去債務がリスクから解放されれば、同時に資産除去費用も
リスクから解放されると考えられる。そして、投資のリスクとは投資の成果の不確定性で
あるから、成果が事実となれば、それはリスクから解放されることになる105。そのため、
                                                   
102 ASBJ（2005）「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」第 4 項から第 8 
項まで参照。ただし、資産除去債務は個別財務諸表において認識されるため、ここでは尐数株
主持分については触れない。 
103 同上，第 32 項引用。 
104 ASBJ（2006）「討議資料 概念フレームワーク」の株主資本の定義およびその注記より引
用。 
105 同上，投資のリスクからの解放の定義を引用。 
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資産除去債務に係る実際のキャッシュ・アウトフローが発生すれば事実として確定し、リ
スクから解放されるといえる。 
よって、資産購入時には資産除去債務は見積計算で認識しており、実際にキャッシュ・
アウトフローも生じていないことから、資産除去債務に係るリスクは解放されていないと
いえ、同時に資産除去費用もリスクから解放されていないといえる。そのため、資産除去
費用は株主資本にも該当しないと考えられる。残るは、評価・換算差額等であるが、当該
項目は「評価・換算差額等には、・・・、資産又は負債は時価をもって貸借対照表価額と
しているが当該資産又は負債に係る評価差額を当期の損益としていない場合の当該評価差
額や、為替換算調整勘定等が含まれる106」と述べられているだけで、明確な定義が定めら
れていない項目である。ただし、「等」という言葉がついていることから、株主資本でも
新株予約権でもない純資産項目も含まれると考えられる。そして、資産除去費用は資産除
去債務の評価替えや為替換算に伴って発生したものでないことから、当該費用は評価差額
や、為替換算調整勘定以外の「等」に含まれる勘定であることがわかる。 
以上より、資産除去債務に係る会計処理の１つとして、借方側に評価・換算差額等を認
識し、貸方側に資産除去債務を認識する会計処理（以下、「評価・換算差額等処理」が新
たに考えられる。ただし、今後は評価・換算差額等に代わるその他包括利益として認識さ
せることとなる。 
 
（３）リサイクリングの問題 
ただし、資産除去費用を評価・換算差額等として認識する会計処理について考えなくて
はならないのが、リサイクリングの問題である。資産除去費用のリスクからの解放は資産
除去債務と紐付きになっていることから、資産除去債務のリスクからの解放が重要となる。
資産除去債務は資産購入時に全額認識されたあとは、資産除去時までそれに係るキャッシ
ュ・アウトフローが発生せず（資産除去債務の減額がなく）、毎期、徐々にリスクから解
放されているとは考えられない。つまり、資産除去費用がリスクから解放されるのは資産
の除去時点であるため、資産除去費用のリサイクリングは認められないと考えられる。ま
た、実務的にリサイクリングが困難であるという点も挙げられる。一方で、資産の購入時
に認識され、除去時に消滅するという性質を重視すれば、費用収益対応原則に基づき費用
配分すべきという考え方も成立する。よって、フロー計算を重視するか否かによって費用
                                                   
106 ASBJ（2005）「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」第 8 項引用。 
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配分の可否が決定すると考えられる。ただ、基準書では評価・換算差額等について議論が
なされていないため、今後もリサイクリングの可否については検討の余地があると言える。 
 
（４）評価・換算差額等処理の資産負債両建処理に対する優位性 
はじめに、他の会計処理と比較するためにも、評価・換算差額等処理を利益観を軸に分
析する。まず、資産負債アプローチに基づけば、フロー計算よりもストック計算を重視す
るため、費用収益対応原則は重視されず、リサイクリングはできないと考えられる。しか
し、資産性のない資産除去費用を資産ではない評価・換算差額等として処理するため、認
識には問題がない。この点で、未だ発生していない費用を購入時に全額費用認識してしま
うという問題点を抱えた一括費用処理よりも優れていると言える。また、混合利益アプロ
ーチに基づけば107、借方側についてストック計算よりもフロー計算を重視するため費用収
益対応原則という論拠が成立し、リサイクリングが可能となるうえ、資産の認識について
も上述の理由と同様に問題がない。この点で資産負債両建処理よりも優れていると言える。 
よって、以上の資産除去債務に係る各会計処理の特徴をまとめたものを図表3－8で示す。
そして、この図表からもわかるように、各会計処理にはそれぞれ問題点があるため、どの
会計処理が絶対的に妥当であるかという結論を述べることはできない。ただし、この中で
は資産負債両建処理と評価･換算差額等処理の２つが比較的問題が小さいと考えられるた
め、これらの会計処理を比較すると、図表3－9のようになるがこれについては以下である。 
まず、資産負債両建処理については、発生のタイミングを重視しなければ、資産除去費
用の資産性（付随費用との同質性）が説明できるため、混合利益アプローチの前提が欠け108
「資産負債アプローチ」に基づいて資産負債両建処理を説明できるうえ、費用配分も可能
となる。ただし、発生のタイミングを重視しないこと自体に問題があるうえ、これを認め
ると付随費用概念・取得原価概念の変容をもたらしてしまう。また、発生のタイミングを
重視するのであれば、資産除去費用の資産性（付随費用との同質性）が説明できないため、
認識に問題がある。そのため、資産負債両建処理には発生のタイミングの重要度によって、
判断が異なるという問題もある。 
一方、評価･換算差額等処理については、発生のタイミングを重視しているうえ、資産
                                                   
107 収益費用アプローチをあげなかった理由は、仮に当該アプローチに基づけば、貸方側に引
当金が認識され、そもそも評価･換算差額等処理が成立しないためである。  
108 本文の P.36参照。混合利益アプローチには資産除去費用の資産性がないという前提がある。 
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除去費用の認識にも問題がない。また、資産負債アプローチに基づけば、費用配分ができ
ないが、混合利益アプローチに基づけば費用配分できる。よって、これらの会計処理を比
較検討すると、資産負債両建処理の方が問題点が多いと感じたために、リサイクリングす
る（混合利益アプローチに基づく）評価･換算差額等処理が資産除去債務に係る会計処理と
して最も妥当な処理であると考えられる。ただし、当該処理であると、純資産が資産除去
債務の金額の分だけ小さくなることや、リサイクリングの問題もある。 
したがって、現行の当該会計基準では資産負債両建処理が採用されているため、今後は
評価･換算差額等処理も視野に入れて議論してゆく必要があると言える。 
 
図表 3－8 各会計処理のまとめ 
会計処理  利益観 
将来の除去
費用の認識 
資産除去費
用の認識 
除去費用の発生
のタイミング 
費用配分 
資産負債両建処理 混合利益アプローチ ○ △※１ △※１ ○ 
引当金処理 収益費用アプローチ ×※2 ○ ○ ○ 
一括費用処理 資産負債アプローチ ○ ○ ×※3 × 
無形資産処理 資産負債アプローチ ○ ×※4 ○ ○ 
評価・換算差額等処理 両者に対応 ○ ○ ○※5 △※6 
 
 
 
 
 
図表 3－9 資産負債両建処理と評価・換算差額等処理のまとめ 
各会計処理 発生のタイミング 利益観 認識 費用配分 備考 
資産負債両建処理 
重視しない 資産負債 ○ ○ ※1 
重視する 
混合利益 × ○   
評価・換算差額等処理 
資産負債 ○ ×   
混合利益 ○ ○ ※2 
 
（注）筆者作成。 
※１：除去費用の発生のタイミングを無視するか否かで、付随費用との同質性が成立するか否かが決定する。 
※２：全額を認識することができない。 
※３：除去費用は購入時には発生していないため、費用認識できないはず。 
※４：独立した資産性がないため資産認識できない。 
※５：資産除去費用が費用として認識されるのは、除去時である（購入時に費用認識しない）。 
※６：資産負債アプローチに基づけば費用配分できないが、収益費用アプローチ（混合利益アプローチ）に
基づけば費用配分できる。ただし、リサイクリングの可否の問題もある。 
 
（注）筆者作成。 
※1：付随費用概念・取得原価概念の変容をもたらす。発生のタイミングを重視しないとい
うこと自体に問題がある。 
※2：リサイクリングの可否については検討の余地がある。 
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補章 測定面からの資産除去債務に係る会計処理の分析 
はじめに、資産除去債務に係る会計処理について、資産負債両建処理に基づけば、資産
の測定値は支払対価と資産除去債務の合計額となる。一方で、評価･換算差額等処理に基づ
けば資産の測定値は支払対価で測定される。よって、取得原価たる公正価値は果たしてど
ちらの測定値なのかという問題点が生じる。仮に、資産負債両建処理の資産の測定値が公
正価値であれば、評価･換算差額等処理の資産の測定値は公正価値では測定されていないこ
とになるため、評価･換算差額等処理の妥当性に問題が生じる。 
さらに、仮にどちらかの会計処理の資産の測定値が公正価値であれば、もう一方の会計
処理の資産の測定値はどのような意味を持つかも問題となる。そこで、この章では測定の
側面から資産除去債務に係る会計処理を分析する。 
 
第１節  資産除去債務の帰属について 
 はじめに、私は資産除去債務が買い手と売り手のどちらに帰属するかが疑問であった。
確かに、土壌汚染の修復やポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処分に係る費用の支払義
務ついては、資産の売り手が不動産販売業者などで、それらの修復・処分に関与していな
い場合には、当然ながら資産の買い手がその責任を負い、資産除去債務は買い手に帰属す
ると言える。なぜなら、買い手の努力次第でその発生を防ぐことができるためであり、逆
に言えばそれを怠ったために将来の支払義務が発生したためである。 
しかしながら、資産の取壊費用など買い手の努力の有無にかかわらず必然的に発生して
しまう除去費用の支払義務については土壌汚染の修復などに係る費用の支払義務とは性格
が異なると考えられる。よって、この取壊費用はどちらに帰属するかが問題となる。そこ
で、以下で完全競争市場を前提に、除去費用を考慮した資産の取引を分析して、この問題
点を解明する。また、完全競争市場であるため、除去費用の金額の見積額は必ず将来の実
際発生額と同額であると同時に、その金額は買い手・売り手とも把握していることとなる。  
 
（１）通常の取引形態 
 まず、上述したように完全競争市場を前提としているが、他に買い手は資産の稼働によ
って得られる時間価値の獲得を目的としていて、資産の使用価値の割引現在価値と公正価
値は一致するという前提も置いている。つまり、いわゆる自己創設のれんは発生しないこ
とを前提としている。そのため、その時間価値は資産の割引前使用価値と公正価値（割引
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後使用価値）の差額ということになり、また割引率については買い手が属する業界の平均
資本コストが用いられる。よって、この前提は以下の式で表される（V：使用価値、FV：
公正価値、G：合計利益、I：割引前 CIF、Rｍ：業界平均資本コスト）。 
 
     
   
 
   
    
 
   
       
 
   
  
  
       
 
   
                 ･･･① 
 
 このような前提のもと、事業会社等の買い手が新規物件を不動産業者等の売り手から、
資産を購入する取引を考えてみる。そして、取壊費用（Cd）を考慮すると、この取引に係
る資産の公正価値は当該費用の支払義務の帰属の有無によって、以下のように変化する
(Rf：無リスク利子率)。 
 
支払義務あり：     
  
       
 
  
       
 
   
               ･･･② 
支払義務なし：     
  
       
 
   
                                  ･･･③ 
 
 よって、支払義務がある場合には、その分だけ公正価値が下がるため、買い手にとって
取壊費用の支払義務の帰属は何ら獲得利益に影響を与えないといえる。すなわち、支払義
務の有無は公正価値の決定には影響を及ぼすが買い手の利益に対しては何ら影響を与えな
いのである。一方、売り手については、以下のようになる（Cm：製造原価）。 
 
利益：        
支払義務なし：           
  
       
 
  
       
 
   
                          ･･･④ 
支払義務あり：       
  
       
     
  
       
 
  
       
   
 
   
   ･･･⑤ 
                                                ･･･⑥ 
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 このことから、支払義務の帰属が買い手・売り手のどちらに帰属しようとも、取壊費用
（Cd）に相当する金額は実質的に売り手が負担していることがわかると同時に、支払義務
の有無によって売り手の利益は変化しないことがわかる。また、仮に売り手の G がマイナ
スになれば、それは事業として成立しないことを意味するため、売り手は事業から撤退す
るが、買い手はまた別の売り手から資産の購入を検討することとなるため、やはり取壊費
用を買い手が実質的に負担するという事にはならない。 
よって、以上を整理すると、資産の取壊費用など買い手の努力の有無にかかわらず必然
的に発生してしまう取壊費用の支払義務については買い手・売り手のどちらに帰属しよう
とも、市場を通して公正価値が調整されるうえ、実質的にそれを負担することになるのは
売り手なので、両者の利益に影響を及ぼすことはないのである。 
 
（２）売り手が販売価格をつり上げる場合 
 はじめに、取壊費用は実質的に売り手が負担することになると述べたが、売り手はその
負担に満足できず、その分だけ販売価格に上乗せしてくるおそれがある。したがって、こ
の場合にはどのように公正価値が定まるかを分析する。 
 まず、取壊費用の支払義務を買い手が負担する場合を考える。この場合には、通常の取
引形態の時は先ほど述べた②式のように公正価値が定まるが、売り手が取壊費用の金額分
だけ販売価格をつり上げる場合には販売価格（Pa）は以下の様になる。 
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 つまり、取壊費用を考慮しない場合の資産の公正価値が販売価格となるが、仮にこの価
格で買い手が購入してしまうと、 
 
        
  
       
 
  
       
 
   
   
  
       
 
   
  
  
       
      ･･･⑧ 
 
 となり、購入価格が取壊費用を考慮しない場合の公正価値を取壊費用分だけ超過してし
まい、将来キャッシュ･アウトフローが生じてしまい、本来獲得できる合計利益が得られな
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くなってしまう。そのため、買い手は除去費用の金額分を負担しないように何かしらの手
段を用いるといえる。そして、その具体的な手段については、取壊費用相当額の値引きを
する方法と売り手に取壊費用の支払義務を移転させる方法が考えられる。値引きした場合
には、販売価格が以下のようになる（値引後販売価格：Pb）。 
  
      
  
       
  
  
       
 
   
 
  
       
              ･･･⑨ 
 
 そのため、値引後の販売価格は通常の取引形態における買い手が取壊費用の支払義務を
負う場合に成立する公正価値と同額となる。一方の売り手に取壊費用の支払義務を移転さ
せる方法は、⑦式から買い手が支払義務を負担するという条件が消えることため、③式と
同じとなる。すなわち、上乗後の価格は取壊費用を負担しない場合の使用価値の割引現在
価値であるため、この価格で購入しても取壊費用の支払義務を売り手に移転させれば、支
払い義務を負わない場合の通常取引の形態と全く同じであるということである。  
 さらに、取壊費用の支払義務を売り手が負担する場合を考えるが、この場合も買い手が
負担する場合と同様に値上げ分（取壊費用相当額）の値引きをする方法がとられ、結局支
払い義務を負わない場合の通常取引の形態と全く同じとなる。 
 したがって、取壊費用相当額の値引きをした場合には、通常の取引形態における支払い
義務を負う場合と同じ価格で公正価値が成立し、売り手に取壊費用の支払義務を移転させ
た場合には通常の取引形態における支払義務を負う場合と同じ価格で公正価値が成立する。
そのため、売り手が販売価格をつり上げたとしても、それは市場を通して結局は通常の取
引形態と同じ公正価値に調整されるということが言える。 
 よって、以上からいえることは資産の取壊費用など買い手の努力の有無にかかわらず必
然的に発生してしまう除去費用の支払義務については、それが買い手・売り手に帰属しよ
うが、売り手がそれに関して販売価格に上乗せしようが、市場によって公正価値が調整さ
れるため、両者の獲得利益には何ら影響を及ぼさないといえる。つまり、完全競争市場に
おいては、除去費用の支払義務の帰属は価格決定に影響をもたらすだけで、利益計算にお
いては重要ではないということがわかる。 
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第２節 会計処理の検討 
  
（１）発生を防ぐことができない除去費用のみの場合 
 はじめに、ここでは、第１節で述べたことを踏まえ、資産除去債務の会計処理について
考えてみる。ただし、通常の資産除去債務では買い手の努力の有無にかかわらず必然的に
発生してしまう取壊費用などの支払義務のほかに、努力次第で発生を回避できる土壌汚染
修復費用などの支払義務も含まれてしまう。そこで、ここで扱うのは取壊費用などの必然
的に発生してしまう支払義務だけにするため、資産除去債務ではなく「資産取壊債務」と
いう勘定項目を用いて説明する。また、資産除去債務の会計処理が問題となるのは買い手
に支払義務がある場合であるため、この場合のみを考える。 
最初に、公正価値は資産の使用価値である将来キャッシュ・インフロー（It）の割引現
在価値から資産取壊債務を差し引いた金額となる（②式参照）。よって、貸方に認識され
る支払対価はその公正価値で測定されることになる。この点は従来の会計処理と資産負債
両建処理に相違はない。異なるのは、資産取壊債務を認識するかどうかとそれに伴う資産
の測定値である（図表 4－1）。 
 まず、従来の会計処理（原則処理および引当金処理）では資産取壊債務を認識しないた
め、借方も貸方と同様の公正価値で資産の価額が測定される。このため、資産は公正価値
で測定されることから、資産に対する将来キャッシュ・インフローたる経済的便益という
考え方とも一致するうえ、支払対価で資産を測定するという取得原価概念とも一致する。
さらに、評価･換算差額等処理についても、資産は公正価値で測定されることになる。  
一方、資産負債両建処理では貸方に資産取壊債務が認識されるため、借方の資産の価額
が支払対価と資産取壊債務の合計額で測定されることとなる。このため、資産は公正価値
では測定されないこととなる。では、これらの合計値はどのような意味を持つかというと、
資産取壊債務を考慮する前の公正価値に他ならず、いわば資産の稼働から得られる総額の
公正価値であると言うことができる。同様に、資産取壊費用を考慮した使用価値を純額の
公正価値であるとも言える。 
 よって、これらから言えることは、資産の価額について、従来の会計処理では純額の公
正価値で測定されるが、資産負債両建処理では総額の公正価値で測定されるということが
わかる。資産負債両建処理では資産取壊債務も認識していることから、貸借対照表上は間
接的に純額表示されることになる。つまり、純額の公正価値が本来の公正価値であるから、
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従来の会計処理では直接的に公正価値で資産を認識・測定し、資産負債両建処理では資産
を公正価値によって認識・測定していないが、間接的に公正価値を表示しているのである。 
 したがって、評価･換算差額等処理では資産を公正価値で測定できるのに対し、資産負債
両建処理では資産を公正価値では測定できず、それを間接的に表示できるにとどまるとい
う点から、認識だけでなく測定面でも評価･換算差額等処理の方が優れていることがわかる。 
  
（２）発生を防ぐことができる除去費用もある場合 
これまでは、買い手の努力次第でその発生を防ぐことができる除去費用を考慮してこな
かったが、実際には土壌汚染の修復やポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処分に係る費
用などが発生する可能性がある。そのため、取壊費用がある場合に加え、買い手の努力次
第でその発生を防ぐことができる除去費用の発生も考慮した場合、どのような取引が行わ
れ、資産の測定値はどのようになるかを分析する。そして、当該除去費用として土壌汚染
修復費用（Cr）をあげるが、あくまでこの土壌汚染修復費用は資産除去債務の対象となる
将来の資産除去時に行われる費用を指しており、資産稼働中に発生する費用はそれに含ま
れていないことに留意が必要である。また、当該費用にかかる支払義務を「汚染修復債務」
とする。 
まず、前提として第１節の（１）の他、毎期、適切な減価償却がおこなわれ、資産が常
に公正価値（資産負債両建処理の場合にはそれに資産取壊債務を加えた金額）によって測
定されているという前提も置く。さらに、資産購入後のx年度末に土壌汚染修復費用が将
来（t年度末）に発生することが確定したという仮定も置く。資産負債両建処理を採用した
場合であり、買い手に支払義務がある場合を想定する。 
完全市場において、資産購入時には、取壊費用が考慮された割引後使用価値が公正価値
となるため、以下の式が成立する（②と同様）。 
 
支払義務あり：    
  
       
 
  
       
 
   
  
 
 さらに、この資産を購入した後の x 年度末における資産の公正価値は、 
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                  ･･･⑩ 
 となるため、資産負債両建処理であるため、x 年度末における資産の帳簿価格は  
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                                ･･･⑪ 
  
となる。貸借対照表上において、資産がその公正価値と資産取壊債務の合計額で認識・
測定され、一方の資産取壊債務資産も認識されていることから、間接的に公正価値を表示
できる状態になっていることがわかる。そして、この時に汚染修復債務を認識することに
なるが、汚染修復債務を認識した場合の公正価値を考えると、資産の保有者（元買い手）
が資産を売却する際には、汚染修復債務は資産の保有者に帰属するが、実際には当該資産
の新たな買い手が汚染修復債務を負担することになる109ことから、汚染修復債務の金額だ
け公正価値が減額されることとなる。使用価値的な側面から説明すれば、土壌汚染修復費
用の支払義務が認識され、その分だけ獲得できる利益が減尐するため、資産の使用価値が
減額される。よって、汚染修復債務考慮後の公正価値は以下のようになる。 
 
       
    
         
 
  
         
 
   
 
  
         
  
    
         
 
    
         
 
   
 
                                 ･･･⑫ 
  
そして、資産負債両建処理で汚染修復債務を認識すると、 
 
  有形固定資産  
  
         
          （汚染修復債務）
  
         
    
 
 という会計処理が行われ、資産の帳簿価額は汚染修復債務考慮前の帳簿価額⑫式
に汚染修復債務を加算したものになるため、以下のようになる。  
                                                   
109 資産の買い手が資産除去債務を負担するという前提を置いているため。  
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                            ･･･⑬ 
 
 この測定値は⑬と比較してもわかるように、汚染修復債務考慮後の公正価値とは一致し
ない。さらに、資産の帳簿価額から資産除去債務（資産取壊債務と汚染修復債務）を差し
引いた資産の純額は以下のようになる。 
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これも⑬と比較しても、公正価値とは一致しない。両者の差額は、 
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･･･⑮ 
 
 であるが、これは汚染修復債務の金額を資産に加算してしまったために生じたものであ
る。このように汚染修復債務についても資産負債両建処理を採用してしまうと、資産の測
定値は公正価値ではなくなるとともに、間接的にも公正価値を表示することができなくな
ってしまう。一方で、評価･換算差額等処理を採用していれば、このような問題は生じない。
なぜなら、当該会計処理であれば資産除去費用は資産の測定値には加算されず、別立て処
理されるためである。すなわち、資産は常に公正価値で測定されるのである。  
 以上より、認識・測定の面で資産負債両建処理よりも評価･換算差額等処理の方が妥当な
会計処理であると言うことがわかる。ただし、この結論にも大きな問題点があり、さまざ
まな前提、特に完全市場を前提に説明しているが、不完全競争市場でも同様の事が言える
とは限らない。そこで、今後は不完全競争市場を前提に資産除去債務の会計処理を考えて
ゆく必要があるが、現状では図表 4－2 のようなパターンが考えられる。今後も、この不
完全競争市場を前提とした場合の取引および会計処理を分析し、整理して行きたい。 
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図表 4－1 取壊費用に係る支払義務がある場合の会計処理 
 
（支払義務がある場合の前提）  
   
  
       
 
  
       
 
   
     
V：使用価値，I t：割引前 CIF，Rm：業界平均資本コスト 
Rf：無リスク利子率，Cd：取壊費用，FV：公正価値 
 
【原則処理】 
  有形固定資産   
  
       
 
   
 
  
       
 （支 払 対 価） 
  
       
 
  
       
 
   
 
 
【引当金処理】 
  有形固定資産   
  
       
 
   
 
  
       
 （支 払 対 価） 
  
       
 
  
       
 
   
 
          引 当 金 繰 入                   
  
       ／  
      資産取壊引当金    
  
       ／  
 
 td：耐用年数 
 
【資産負債両建処理】 
 有形固定資産   
  
       
 
   
                （支 払 対 価） 
  
       
 
  
       
 
   
 
                             資産取壊債務     
  
       
 
 
【評価・換算差額等処理】 
  有形固定資産   
  
       
 
   
 
  
       
 （支 払 対 価） 
  
       
 
  
       
 
   
 
          評価・換算差額等                
  
       
          資産取壊債務      
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図表 4－2  買い手が負担する場合の取引のまとめ 
 
  
実質負担 
売り手 
 買い手  
完全市場 
不完全市場 
完全市場：利益合計を得られる 
不完全市場 
  
利益合計＞除去費用：取引する 
利益合計＜除去費用：取引しない 
買い手弱い 
  
（注）利益合計は割引前使用価値と割引後使用価値の差額である。また、「除去費用」は割引前の見
積数値である。さらに、不完全市場は公正価値が除去費用考慮前の割引後使用価値で成立して
いて、買い手と売り手のパワーバランスが異なる市場を想定している。 
  
買い手強い：値引きする（利益合計を得られる） 
  
利益合計＞除去費用：取引する 
利益合計＜除去費用：取引しない 
買い手弱い 
  
買い手強い：値引きする（利益合計を得られる） 
  
利益合計＞除去費用：取引する 
利益合計＜除去費用：取引しない 
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おわりに 
 
 最初に、本論文ではテーマが資産除去債務の会計なので、資産除去債務についても触れ
たが、資産除去債務の対象は不可避的に発生する除去費用であり、それを積極的に負債認
識することは現在の会計理論で重視されている資産負債アプローチの考え方とも合致する
ため、資産除去債務を認識することは特に問題としなかった。しかし、資産除去債務とと
もに認識される資産除去費用については疑問を感じた。具体的に、当該会計基準の成立に
より資産除去債務の会計処理として資産負債両建処理が採られるようになったが、この会
計処理では資産除去費用を資産（の取得原価）に計上している。そして、基準書では資産
除去費用の資産計上の論拠、すなわち当該費用の資産性について、付随費用との同質性を
あげている。しかし、従来の付随費用には除去費用が含められてこなかったので、新旧の
付随費用概念等の説明が必要であると言えるが、基準書ではそれがなされていない。また、
当該会計処理は他に検討された会計処理に問題があった結果として消極的に採用された処
理である。そのため、資産除去費用の資産性に疑問を感じた。 
そこで、資産除去費用の資産性を検討するために、まず基準書が説明している除去費用
と付随費用の同質性を分析した。その結果、確かに似た性質をもっているということはわ
かったが、費用の発生のタイミングのズレおよびそれにより生じる相違点があり、同質で
はないということを明らかにした。ただし、発生のタイミングを重視しなければ、資産除
去費用を付随費用と捉えることができ、基準書ではこの捉え方をしていると結論づけた。
しかし、発生のタイミングを軽視すること自体問題があるといえる。そこで、この問題を
解決すべく新たな会計処理として評価･換算差額等処理を検討した。当該会計処理では購入
時に資産除去債務の全額認識をするが、対する資産除去費用を資産認識も費用認識もしな
いため、認識については問題が無く、費用の発生のタイミングにも問題は生じない。さら
に、リサイクリングすれば費用配分は可能である。よって、評価･換算差額等処理の方が資
産負債両建処理よりも優れていると結論づけた。 
そして、認識の問題の次は測定の問題である。すなわち、資産負債両建処理によれば資
産の測定値は支払対価と資産除去債務の合計額であり、評価･換算差額等処理によれば資産
の測定値は支払対価で測定される。ここで、公正価値は果たしてどちらの測定値なのかと
いう問題点が生じる。そのため、測定の観点から資産除去債務に係る会計処理を分析した
が、これについては未だ明確に結論づけることはできていないため、補章とした。  
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次に、各章の要約を以下で述べる。 
第１章では、環境負債を積極的に財務会計上で認識するようになってきたことを背景に、
資産除去債務が認識されるようになったことを述べている。第１節では企業の環境への取
組みが従来よりも高まっていることを歴史および具体的なデータに基づき述べ、第２節で
は近年になって注目され始めた環境コストおよび環境負債の定義や財務会計との関係など
について述べている。さらに、従来は「過去」の事業活動に起因する環境負債の認識はさ
れていたが、「将来」の事業活動に起因する環境負債の認識はされていなかった。そこで、
資産除去債務の会計基準の成立により、それが認識されるようになったので、資産除去債
務に係る会計基準の成立までの経緯をそれぞれ、米国、日本に分けてそれぞれ第３節、第
４節で述べている。特に、米国の方が環境法の整備が早く、また強制性の強い環境法も成
立し、それに基づいて積極的に環境負債のオンバランス化に係る議論がなされてきた結果
として当該会計基準が成立したという経緯がある。一方、日本についても確かに環境への
配慮等はあったものの、強制性の強い環境法の成立が遅く、また環境負債のオンバランス
化に係る議論が十分になされていないまま、国際会計基準とのコンバージェンスを直接的
な契機として当該会計基準が成立したという経緯がある。そのため、環境負債（資産除去
債務）の認識構造に相違が生じているのである。 
第２章では、資産除去債務に係る会計の概要および利益観を軸にした会計処理の分析に
基づき把握された論点について述べている。第１節では、各国の資産除去債務の対象とな
る範囲について調べ、各国とも若干の相違はみられるものの、おおむね同様であると言う
ことを明らかにした。第２節では、会計理論の展開を踏まえ、新旧の除去費用にかかる会
計処理について述べている。特に、資産除去債務の会計基準では資産除去債務の会計処理
として、主に引当金処理と資産負債両建処理の２つが検討されたが、結局後者が採用され
た。これは、そもそも当該会計基準の趣旨である将来の除去費用（資産除去債務）の全額
オンバランス化を前者ではできないのに対して、後者ではそれができ、基準の趣旨と合致
するためである。また、この背景には、収益費用アプローチから資産負債アプローチへの
重点移動がある。 
さらに、第３節では、第１節で述べた利益観を軸にした資産除去債務の会計処理の分析
を行った。その結果、資産負債アプローチに厳格に基づくと（購入時）一括費用処理がな
され、資産除去債務の全額認識は可能であるが、費用配分ができないという問題点が生じ
る。一方、収益費用アプローチに基づくと引当金処理がなされ、費用配分はできるが、当
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初の資産除去債務の全額認識が不可能という問題点が生じる。そこで、借方側は収益費用
アプローチにより、貸方側は資産負債アプローチによるという、混合利益アプローチに基
づくと資産負債両建処理がなされる。そして、当該会計処理では費用配分も資産除去債務
の全額認識も可能となり、各アプローチに基づく会計処理の問題点を克服できるが、資産
除去費用の資産性の問題点がある。その問題点こそが本論文で扱う主な論点である。  
そこで、第３章でその資産除去費用の資産性を分析している。まず、第１節で資産除去
費用を各国ではどのように捉えているかを調べたが、結論として各国ともに除去費用と付
随費用の同質性を論拠に、資産除去費用の資産性を説明している。ただし、この論拠は消
極的な理由によるものであり、除去費用と付随費用の同質性が疑わしいため、第２節・第
３節で当該同質性分析を行った。 
第２節では、まず付随費用の定義付けを行うとともに基準書ではどのような論拠で除去
費用を付随費用の定義と合致させているかを分析した。具体的に、付随費用は「資産を稼
動可能な状態にする」と「資産の稼動開始前に支出する」の両者の要素を満たした費用と
定義づけたが、日本の基準書では除去費用の付随費用との同質性について、直接的に前者
の要件を「資産の稼動にとっての不可欠性」から説明し、間接的（基準書には述べられて
いない）に後者の要件を「資産稼動前の擬制的支出」から説明していると考えられた。し
かし、分析を進めると「資産稼動前の擬制的支出」というのは測定の側面が強く、認識に
は援用できないおそれがあることがわかった。また、付随費用の「資産を稼動可能な状態
にする」という要件の説明に関して、基準書では、資産除去費用（資産除去債務）の「不
可避性」から「資産の稼動にとっての不可欠性」を説明していると考えられたが、この論
拠が不明確であるため、第３節でそれを付随費用の「性質」という観点から不可避性と不
可欠性の関係を分析した。 
付随費用は据付費のような物理的に資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費用である直
接的付随費用と買入手数料のような資産を購入した
・ ・
ため
・ ・
の費用である間接的付随費用に分
けることができた。そして、除去費用をこれらと比較すると間接的付随費用に近い性質を
持っていることがわかる。しかし、間接的付随費用は資産を購入した
・ ・
ため
・ ・
に発生するが、
その発生は資産稼働前までであるため、資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費用ともいえ
る。一方の除去費用は資産を稼働（購入）した
・ ・
ため
・ ・
に発生するという性質はもっているも
のの、その発生は資産稼働後であるから資産を稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
の費用とは言え
ない。さらに、概念的に資産の稼働にとって「不可避」の費用というのは資産を稼働（購
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入）した
・ ・
ため
・ ・
に発生するという性質と強く結びつき、「不可欠」の費用というのは資産を
稼動可能な状態にする
・ ・
ため
・ ・
に必要という性質と強く結びつくと考えられる。よって、（間
接的）付随費用は資産の稼働にとって「不可避」かつ「不可欠」な費用であるといえるが、
一方の除去費用は資産の稼働にとって「不可避」の費用であるが、資産の稼働にとって「不
可欠」の費用であるとは言えない。 
そして、このように除去費用と付随費用とに相違が生じている原因は両者に発生のタイ
ミングのズレがあるためである。つまり、稼働前に発生したか除去時に発生したかの違い
により、両者の間に上述した相違が生じているのである。そこで、除去費用の発生のタイ
ミング（もしくは発生のタイミングのズレ）を重視しなければ、この相違点は解消され、
除去費用と付随費用の同質性が成立する。よって、基準書ではこの捉え方をしていると言
える。しかし、このように発生のタイミングを軽視すること自体にも問題があるし、それ
を軽視することは従来の付随費用・取得原価概念の変容をもたらすこととなってしまう。  
そこで、この問題点を解決するために、第４節では発生のタイミングも考慮した会計処
理を検討し、評価･換算差額等処理という会計処理が新たに考えられた。当該会計処理では
発生のタイミングを重視しつつ、資産除去費用の認識が可能であり、フロー計算を重視す
れば、リサイクリングもできると考えられる。そのため、発生のタイミングを重視しない
資産負債両建処理よりもこの点で優れており、また付随費用概念・取得原価概念に影響を
与えないため、資産除去債務に係る会計処理は評価･換算差額等処理が妥当であると結論づ
けた。 
補章では、資産負債両建処理と評価･換算差額等処理では資産の測定値が変わるうえ、
どちらの処理が公正価値で測定しているのかという問題について分析したが、これは現在
も検討中であり、明確な結論を示すことはできていない。ただし、完全競争市場を前提と
すれば、評価･換算差額等処理では資産が公正価値で測定されるが、資産負債両建処理では
資産は公正価値ではなく資産除去債務考慮前の公正価値で測定されているという結論が得
られた。そのため、完全競争市場を前提とすれば、測定の面でも評価･換算差額等処理が妥
当であると考えられる。また、表示について、評価･換算差額等処理では資産が純額で公正
価値が表示されるが、資産負債両建処理では資産が総額で公正価値が表示されると言うこ
ともわかった。ただし、不完全競争市場を前提とした場合など、どちらが公正価値となる
のかという問題は未だに解決できていない。よって、今後はこの解決のために分析を進め
て行きたいと感じている。
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 最後に、資産除去債務の会計の分析を通して感じたことについて述べる。資産負債両建
処理を採用すれば、資産除去費用は資産認識されるが、当該費用は資産性を有していなか
った。それは、複式簿記を採っている以上、貸方側の資産除去債務を認識したために、や
むなく借方も任意の勘定を認識しなければならないが、その意味づけが困難であるからで
ある。そして、この困難性こそが資産負債両建処理、しいては資産負債アプローチの限界
であるとともに、資産除去債務の会計はその対応問題が表面化した具体的な事例であると
考えられる。よって、資産除去債務の会計による資産除去費用の資産性の問題は、公正価
値会計がより重視されてきている現在の会計理論に警鐘を鳴らす事例では無かろうか。 
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